
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

はじめに 

これまで日置市では、まちづくりの「基本理念」と目指すべき「将来都市像」など

を定めた「第２次日置市総合計画」における保健・医療・福祉分野の基本目標として、

「笑顔とやさしさ、ぬくもりに満ちたまちづくり」を掲げるとともに、地域福祉の推

進に関する方向性を定めた「第３期日置市地域福祉計画」を策定し、市民、地域、事

業者、日置市社会福祉協議会、行政などが共に支援を必要とする人を支える地域福

祉を推進してきました。 

他方、少子高齢化や人口減少、核家族化の進行など、日置市の地域福祉を取り巻く

環境は大きく変化し、福祉的支援を必要とする人においては、介護・障がい・生活困

窮などの福祉に関する課題を併せ持つ人や、制度の狭間にあって従来の支援制度に

よる支援だけでは不十分となるケースが増えつつあります。 

 また、近年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や自然災害の頻発化・激甚化

は、地域福祉に対するニーズや支援のあり方などに大きな影響を与えています。 

これからの地域福祉は、各福祉分野において、社会環境やニーズの変化を踏まえ

た支援体制の強化を図りつつ、高齢者福祉・障がい者福祉・児童福祉などの分野を超

えた「包括的な支援体制」の構築や、全ての人が地域で互いに支え合い、助け合う

「地域共生社会」の実現などを推進していくことが求められています。 

この度、「第３期日置市地域福祉計画」の計画期間終了に伴い、「第４期日置市地域

福祉計画」を新たに策定するにあたり、日置市とともに地域福祉推進の主軸を担う

日置市社会福祉協議会が策定する「日置市地域福祉活動計画」と一体的な計画とし

て、「日置市地域福祉推進計画（第４期日置市地域福祉計画及び第４期日置市地域福

祉活動計画）」を策定いたしました。 

「“とも”に生き 共に創る みんなが暮らしやすいまち ひおき」の実現に向け、

日置市及び日置市社会福祉協議会がそれぞれの役割を果たしつつ、連携・協働の強

化を図りながら、地域福祉の更なる推進を図ってまいります。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました日置市地域福祉

計画策定委員会委員の皆様をはじめ、アンケート調査にご協力いただきました市民

や民生委員・児童委員、福祉関係事業所の皆様に心よりお礼申し上げますとともに、

計画の推進に向け、今後より一層のご協力をお願い申し上げます。 

 

令和５年３月 

日置市長  永山 由高  



 

 

  



 

 

ごあいさつ 

日置市社会福祉協議会は、地域の福祉課題に取り組み、誰もが住み慣れたまちで

安心して暮らすことのできる福祉のまちづくりの実現を目指し、地域福祉の推進を

図ることを目的とする民間の福祉団体です。 

日置市の地域福祉推進における中核的団体として、「“とも”に生き 共に創る 心

豊かなまち」を基本理念とする「第３期日置市地域福祉活動計画」に基づき、地域福

祉活動の向上と充実を図ってまいりました。 

近年においては、新型コロナウイルス感染症の拡大等によって事業の中止・縮小

を余儀なくされる中、複雑化・複合化してきている地域課題へ対応するべく、「フー

ドバンク事業」、「ひおき助けあい隊おきがるサービス」、「かごしまおもいやりネッ

トワーク事業加入」などの新たな事業への取り組みも行いました。 

一方、今後に向けては、重層的な支援体制づくりや地域共生社会の実現を目指し

て、地域福祉の推進における中核的団体として当会が果たすべき役割も重要視され

ており、自治体との連携・協働の強化が求められています。 

そのため、日置市の新たな「日置市地域福祉計画」の策定に併せ、当会においても

新たな「日置市地域福祉活動計画」を策定することとし、この度「日置市地域福祉推

進計画（第４期日置市地域福祉計画及び第４期日置市地域福祉活動計画）」を策定い

たしました。 

「“とも”に生き 共に創る みんなが暮らしやすいまち ひおき」の実現に向け、

他の福祉団体・関係機関等、地域の方々と連携、協働しながら、日置市とともに取り

組んでまいります。 

終わりに、本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました日置市地域福祉計画策

定委員会委員の皆様をはじめ、アンケート調査にご協力くださいました多くの市民

の皆様、民生委員・児童委員の皆様、福祉関係事業所の皆様に感謝申し上げますとと

もに、本会の社会福祉活動に対し、今後一層のご理解とご協力を賜りますようお願

い申し上げます。 

 

令和５年３月 

社会福祉法人 日置市社会福祉協議会 会長  宮路 高光  
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第１章 計画策定にあたって 
 

１ 計画策定の目的 

わが国においては、少子高齢化や核家族化が進行する中で、地域社会を取り巻く環

境が大きく変化しています。 

 これまで国は、高齢者や障がい者、子どもといった対象者、生活困窮や保健、医療

等の分野ごとに、公的支援制度の整備を図ってきました。 

 しかし、育児と介護が同時期に発生する「ダブルケアの問題」や高齢の親が中高年

の子の生活を支える「８０５０問題」、本来大人が担うと想定されている家事や家族の

世話などを子どもが日常的に行う「ヤングケアラーの問題」等、地域福祉における問

題は複雑化・複合化してきています。 

 そのような状況にある中、平成 28 年６月に閣議決定した「ニッポン一億総活躍プラ

ン」において、子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがい

を共に創り、高め合うことができる「地域共生社会の実現」を目指す方向性が示され

ました。 

本市においてはこれまで、地域福祉の推進に関する方向性を示すものとして、「日置

市地域福祉計画」を策定し、計画に基づき、地域福祉の推進を図ってきました。 

 また、日置市社会福祉協議会においては、「日置市地域福祉活動計画」を策定し、計

画に基づき、住民等による福祉活動及び市が目指す地域福祉の姿の実現を支援するた

めの活動を推進してきました。 

地域共生社会の実現のためには、行政や住民、地域福祉団体、ボランティア、ＮＰ

Ｏ、事業所等の地域に関わる者の役割や協働を明確にし、より実効性の高い計画を策

定し、地域福祉の推進を図っていく必要があります。 

 よって、本計画は「日置市地域福祉計画」及び「日置市地域福祉活動計画」を統合

した「日置市地域福祉推進計画」として一体的に策定します。 

 

◆ 地域福祉とは 

地域に暮らす全ての人が幸せに暮らせるよう、地域住民や事業者、行政など、地

域のあらゆる人・団体が協力して、地域の福祉課題の解決に取り組んでいく考え方

です。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、社会福祉法第 107 条に規定する「市町村地域福祉計画」として位置づけ、

地域福祉を推進していく主役である市民や、日置市社会福祉協議会を始めとする社会

福祉関係の事業者等の社会福祉活動の担い手が行う地域での取組や日置市の支援策に

ついて、まとめたものです。 

 また、日置市が策定する「日置市地域福祉計画」、日置市社会福祉協議会が策定する

「日置市地域福祉活動計画」を一体的に策定しました。 

 本計画は、地域福祉推進のための基本計画として位置づけ、福祉関連計画である「日

置市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画」や「日置市障がい者計画及び障がい（児）

福祉計画」、「日置市子ども・子育て支援事業計画」等との連携を図りながら、地域福

祉を総合的に推進します。 

 また、本計画を成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条第１項に規定する

「市町村成年後見制度利用促進基本計画」及び再犯の防止等の推進に関する法律第８

条第１項に規定する「地方再犯防止推進計画」としてそれぞれ位置づけます。 

   

日
置
市
地
域
福
祉
活
動
計
画

日置市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画

日置市障がい者計画及び障がい（児）福祉計画

日置市子ども・子育て支援事業計画

その他、福祉分野の各種計画

日置市元気な市民づくり運動推進計画

日置市成年後見制度利用促進基本計画

日置市総合計画

そ
の
他
関
連
計
画

日置市地域福祉計画
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３ 地域福祉計画と地域福祉活動計画の関係 

地域福祉の推進にあたっては、市民や地域、日置市、日置市社会福祉協議会がそれ

ぞれの役割の中で、お互いに協力し合いながら取り組んでいく必要があります。 

 そして、地域福祉の施策の推進母体である日置市と日置市社会福祉協議会は、車の

両輪の関係としての役割を担っています。 

 地域福祉推進のための基盤や体制づくりを定める「地域福祉計画」とそれを実行す

るための地域住民活動、行動のあり方を定める「地域福祉活動計画」を一体的に策定

することにより、基本理念や方向性を共有するとともに、市民や地域、日置市、日置

市社会福祉協議会等、地域に関わる者の役割や協働を明確にし、地域福祉の推進を図

ります。 

 

４ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とします。 

 ただし、取り巻く情勢の急激な変化に柔軟に対応できるよう、必要に応じて見直し

を行うものとします。 
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５ 計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、基礎調査として、本市の地域福祉の現状や課題等を把

握することを目的に、市民や民生委員・児童委員、福祉関係事業所（者）を対象とす

るアンケート調査を実施しました。 

 また、市民や地域、関係機関等の意見を広く反映した計画とするため、学識経験者

や保健医療・福祉関係者、福祉関係事業所（者）・福祉団体・地域団体・行政機関の代

表、その他市民で構成する「日置市地域福祉計画策定委員会」において、今後の施策

の方向性等に関する審議・検討を行うとともに、パブリックコメント（意見公募）を

実施しました。 

  

（１）アンケート調査の概要 

① 調査の目的 

本計画の策定にあたり、地域福祉の現状や課題等を把握し、計画策定に反映させ

るとともに、今後の日置市の福祉行政を推進するための基礎資料とすることを目的

として実施しました。 

 

② 実施要領 

多様な視点からみた本市の現状・課題等を把握するため、３種類の調査を以下の

とおり実施しました。 

 

 市民調査 
民生委員・児童委員 

調査 

福祉関係事業所 

調査 

調査対象者 18 歳以上の市民 民生委員・児童委員 
保健・福祉施設 

を運営する事業所(者) 

調査時期 令和４年９月 令和４年７～８月 令和４年 10 月 

調査方法 

郵送による配布・回

収 

※Web による回答に

も対応 

民生委員・児童委員協

議会にて配布・回収 
郵送による配布・回収 

配布件数 2,000 件 140 件 65 件 

有効回答件数 1,209 件 134 件 41 件 

有効回答率 60.5％ 95.7％ 63.1％ 
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第２章 日置市の現状と課題 
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第２章 日置市の現状と課題 
 

１ 統計データからみる日置市の現状と課題 

（１）総人口及び年齢４区分別人口の状況 

本市においては、人口減少及び少子高齢化の進行が続いており、令和２年時点の総

人口は 47,153 人、高齢化率は 35.3％となっています。 

 将来予測をみると、人口減少が続く一方、75 歳以上の後期高齢者が増加し続けるこ

とが予測されており、福祉ニーズを要する人の増加に対し、支え手の確保が課題とな

ることが考えられます。 

 

 

※令和元年まで「鹿児島県：県人口移動調査(推計人口)」、令和２年「総務省：国勢調査」、令和７

年以降「国立社会保障・人口問題研究所：日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」。 

令和２年までの総人口には年齢不詳を含む（各年 10 月 1 日現在）  

6,331 6,268 6,171 6,098 6,134

26,276 25,662 25,091 24,458 24,323

7,137 7,308 7,498 7,636 7,892

8,759 8,755 8,722 8,703 8,734

48,933 48,423 47,912 47,325 47,153

32.8% 33.5% 34.2% 34.8% 35.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

（人）

6,134 5,801 5,366 4,948 4,562

24,323 22,322 20,664 19,259 17,772

7,892 7,581 6,585 5,705 5,396

8,734 9,444 10,231 10,561 10,272 

47,153 45,148 42,846 40,473 38,002

35.3%
37.7%

39.2% 40.2% 41.2%

0.0%
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0
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40,000

60,000

80,000

100,000

令和２年
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(2030)
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令和22年

(2040)

15歳未満人口 15歳～64歳人口 65歳～74歳人口
75歳以上人口 高齢化率

（人）

これまでの推移 

今後の予測 
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（２）地域別人口の状況 

地域をさらに細分化した将来予測をみると、人口空白地帯の新たな発生や、市内の

多くの地域における高齢化の進行が予測されています。 

 

人口分布 

 

高齢化率分布 

 
※2015 年「総務省：国勢調査」、2040 年「国土数値情報 500m メッシュ別将来推計人口（H30 国政

局推計)」（各年 10 月 1 日現在）  
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（３）外国人人口の状況 

本市の外国人人口は増加傾向にあり、令和４年４月時点では 300 人と、平成 27 年時

点の 2.5 倍を超える水準に達しています。 

 
※日置市：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

（４）高齢者世帯の状況 

本市の高齢者単身世帯、高齢者夫婦世帯はともに増加傾向にあり、平成 27 年から令

和２年にかけて大きく増加しています。 

 全世帯に占める割合も上昇傾向にあり、令和２年時点で 33.5％と、全世帯の約３分

の１を占めています。 

 
※総務省：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
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外国人人口 総人口に占める割合

（人）

3,133 3,257 3,203 3,249 3,452

2,569 2,636 2,624 2,748
3,052

5,702 5,893 5,827 5,997
6,504

28.5% 29.4% 29.3%
30.5%

33.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和２年

(2020)

高齢者単身世帯数 高齢者夫婦世帯数 全世帯に占める割合

（世帯）
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（５）要支援・要介護認定者の状況 

本市の要支援・要介護認定者数は、認定率の低下とともに減少傾向で推移しており、

令和３年９月末時点では 2,846 人となっています。 

 一方、今後の認定者数は、後期高齢者の増加の影響もあり、増加することが予測さ

れています。 

  
※令和３年まで「厚生労働省：介護保険事業状況報告（９月末時点月報値）」、令和７年以降「日置

市：日置市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」 

 

（６）未就学児の状況 

本市の未就学児童数に占める保育園等に在籍している児童数の割合は、共働き世帯

の増加や幼児教育・保育の無償化の影響により、平成 28 年から令和元年にかけて大き

く上昇し、令和４年 10 月時点では 77.3％を占めています。 

 
※こども未来課資料（各年 10 月 1 日現在） 

1,760 1,830 1,782 1,773 1,737 1,689
2,092

1,257 1,228 1,182 1,134 1,109 1,081

1,353

3,017 3,058 2,964 2,907 2,846 2,770

3,445

18.8% 18.9%
18.2% 17.8% 17.2% 17.0%

22.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

2,000

4,000

6,000

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和７年

(2025)

令和22年

(2040)

軽度認定者（要支援１～要介護２） 重度認定者（要介護３～要介護５）
認定率

（人）

1,183 1,215 1,209 1,217 1,215 1,208 1,181

56
184 226

412 440 410 3941,239
1,399 1,435

1,629 1,655 1,618 1,575

52.1%

60.4%
63.7%

75.3% 76.1% 77.5% 77.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

0

1,000

2,000

3,000

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

保育園在籍数 幼稚園在籍数 未就学児童数に占める割合

（人）
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（７）障がい者の状況 

本市の障害者手帳所持者数（延べ）は、減少傾向で推移しており、令和４年４月１

日時点では 3,490 人となっています。 

 手帳種別でみると、身体障害者手帳所持者数は減少傾向にあるものの、療育手帳所

持者数及び精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向で推移しています。 

 
※福祉課資料及び「鹿児島県：県人口移動調査(推計人口)」より作成（各年４月 1 日現在） 

 

（８）ひとり親世帯の状況 

本市のひとり親世帯数は、減少傾向で推移しており、令和４年４月１日時点では 441

世帯となっています。 

 
※こども未来課資料（各年４月 1 日現在） 

  

2,993 2,846 2,793 2,695 2,617 2,568 2,489

604
617 627 639 668 676 697

226 229 264 268 279 283 304

3,823 3,692 3,684 3,602 3,564 3,527 3,490

7.8%
7.6% 7.7% 7.6% 7.6% 7.6% 7.5%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者 人口に占める割合

（人）

48 46 44 40 42 42 42

441 445 437 435 426 412 399

489 491 481 475 468
454

441

0

100

200

300

400

500

平成28年

(2016)

平成29年

(2017)

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

父子世帯数 母子世帯数

（世帯）
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（９）生活保護受給者の状況 

近年の本市の生活保護世帯数は 350 世帯前後、生活保護人員は 500 人前後で推移し

ています。 

 
※福祉課資料（各年４月 1 日現在） 

 

  

375 375 348 349 349 362 355

556 546

503 497 495
515 501

0

100

200

300

400
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平成28年
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平成29年
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平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

生活保護世帯 生活保護人員

（世帯・人）
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（10）ボランティア参加の状況 

本市のボランティア登録者数は、微増傾向で推移しており、令和３年４月１日時点

の登録者数は 3,406 人となっています。 

 一方、ボランティア養成講座等の参加者数は、減少傾向が続いていましたが、新型

コロナウイルス感染症拡大以降、講座等の回数の減少に伴い、さらに減少しています。 

  
※日置市社会福祉協議会資料（各年４月 1 日現在） 

ボランティア養成講座等参加者数は、手話奉仕員養成講座受講者数、ボランティア養成講座受講

者数、福祉救援ボランティア訓練受講者数、介護予防ボランティア参加者数の合計を示す。 

 

（11）成年後見制度利用の状況 

本市の令和４年 10 月時点における成年後見関係事件の件数は 66 件、令和３年度の

各種事業の利用件数はそれぞれ、市長申立て：２件、申立費用助成：２件、後見等報

酬助成：１件となっています。 

◆成年後見関係事件の件数（令和４年 10 月現在） 

後見 保佐 補助 任意後見 合計 

53 件 13 件 0 件 0 件 66 件 

 

◆成年後見制度利用に係る各種事業の利用件数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

市長申立て 2 件 1 件 2 件 

申立費用助成 2 件 1 件 2 件 

後見等報酬助成 0 件 0 件 1 件 

※福祉課資料  

3,267 3,282 3,375
3,376 3,401 3,406

266

233 229

174

83
96

0
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平成28年度
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平成29年度
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平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和２年度

(2020)

令和３年度

(2021)

ボランティア登録者数 ボランティア養成講座等参加者数

（人） （人）
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（12）犯罪発生の状況 

本市の刑法犯認知件数は、平成 30 年以降減少し、令和３年の認知件数は 94 件とな

っています。 

 また、県全体や県内他市と比較して、人口１万人あたり認知件数は比較的低いと言

える状況にあります。 

刑法犯認知件数と人口１万人あたり認知件数の推移 

 

他市との比較（人口１万人あたり認知件数、令和３年） 

 
※鹿児島県警察本部：市町村別の犯罪発生実態 
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２ 各種調査結果からみる日置市の現状と課題 

（１）近所や地域との関わり、地域活動等への参加について 

９割近くの市民が、近隣住民との「顔を合わせればあいさつをする以上の関係」を

築いていますが、５年前と比較して、近所付き合いの程度が薄くなっている傾向がみ

られます。 

 また、市民の半数以上は、地域活動に参加していますが、５年前と比較して、参加

頻度が低下しています。 

 福祉のまちづくりへの取組については、各地域において、地域福祉に関する取組が

ある程度行うことができている状況にある一方、市民個人のレベルでは取り組めてい

ない市民が多い状況にあり、市民一人ひとりの地域参画の促進を図る必要があると考

えられます。 

 

◆近所付き合いの程度【市民調査】 

  
※前回調査は、平成 29 年 1 月に実施した調査を指す（以下同様） 

 

◆地域活動への参加頻度【市民調査】 

  

  

6.0%

7.5%

28.6%

37.3%

54.8%

49.5%

今回調査

前回調査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に親しくお互いの家を行き来する 会えば親しく立ち話をする
顔を合わせればあいさつをする 顔は知っているが声をかけることはない
隣近所の人の顔もよく知らない 無回答

17.0%

14.0%

38.5%

46.1%

17.4%

22.9%

25.7

16.3

今回調査

前回調査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく参加している ある程度参加している
あまり参加していない ほとんど又は全く参加していない
無回答
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◆地域福祉に関する地域の現状【民生委員・児童委員調査】 

  
 

◆福祉のまちづくりへの取組の状況【市民調査】 

  
 

  

39.6%

26.9%

26.1%

44.8%

26.9%

48.5%

57.5%

57.5%

48.5%

47.0%

9.0%

10.4%

6.0%

18.7%

6.7%

住民の方が地域の活動やボランティア活動によく参加し

ている

地域住民同士が日常的に交流している

生活に困っている人などを把握し、必要に応じて、行政

などにつなぐことができている

一人暮らしの高齢者などに対する見守りや声掛けなどの

活動ができている

避難行動要支援者を把握し、避難を支援する体制を確保

することができている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかと言えばそう思う
どちらかと言えばそう思わない そう思わない
よくわからない 無回答

5.8%

12.8%

5.0%

15.9%

10.0%

36.1%

10.0%

19.4%

27.9%

29.3%

29.4%

24.7%

34.7%

34.1%

39.0%

43.9

52.3

21.2

47.6

37.6

23.1

5.1%

5.6%

5.2%

5.2%

5.0%

行政や地域福祉を推進する団体への参加・協力

福祉ボランティアなどへの参加

地域住民同士の日常的な交流

地域の課題の把握と行政への提言

見守り・声かけなどの福祉活動

災害に備えた事前準備

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている どちらかといえばできている
どちらかといえばできていない できていない
無回答

実施率

21.7％

12.7％

48.9％

12.6％

23.5％

32.9％
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（２）市民の抱える悩みや不安について 

市民の約８割が日常生活における何らかの悩みや不安を抱えるとともに、市民の約

半数が「新型コロナウイルス感染症の影響により、悩みや不安の程度が増した」と回

答しています。 

 具体的には、老後や健康、経済面等に対する悩みや不安を抱えている市民が多くな

っており、これらの不安を取り除くための施策の推進が求められています。 

 一方、そういった悩みや不安に対する相談先については、多くの市民が何らかの相

談先を持っている状況にあると考えられます。 

 

◆日常生活で感じる悩みや不安【市民調査】 

   
※複数回答可。 

  

選択肢 回答数 割合

悩みや不安は特にない 218 18.0%

自分や家族の老後のこと 559 46.2%

自分や家族の健康のこと 540 44.7%

収入など経済的なこと 370 30.6%

子どもの教育や将来のこと 219 18.1%

介護に関すること 198 16.4%

地震や火事などの災害に関すること 193 16.0%

住宅のこと 140 11.6%

働くこと（就職・失業） 126 10.4%

人間関係のこと 106 8.8%

乳幼児の育児に関すること 54 4.5%

地域の治安のこと 45 3.7%

その他 36 3.0%

無回答 26 2.2%

サンプル数 1,209 －

18.0%

46.2%

44.7%

30.6%

18.1%

16.4%

16.0%

11.6%

10.4%

8.8%

4.5%

3.7%

3.0%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



20 

 

 

 

◆新型コロナウイルス感染症の影響により悩みや不安が増したこと【市民調査】 

 
※複数回答可。回答数上位項目を中心に主要項目のみを抜粋して掲載 

 

◆悩みや不安を相談する相手【市民調査】 

 
※複数回答可。回答数上位項目を中心に主要項目のみを抜粋して掲載 

 

  

選択肢 回答数 割合

悩みや不安は特にない 183 15.1%

悩みや不安はあるが、以前とあまり変
わっていない

419 34.7%

自分や家族の健康のこと 484 40.0%

自分や家族の老後のこと 272 22.5%

収入など経済的なこと 253 20.9%

子どもの教育や将来のこと 117 9.7%

介護に関すること 111 9.2%

働くこと（就職・失業） 102 8.4%

地震や火事などの災害に関すること 81 6.7%

人間関係 77 6.4%

無回答 19 1.6%

サンプル数 1,209 －

15.1%

34.7%

40.0%

22.5%

20.9%

9.7%

9.2%

8.4%

6.7%

6.4%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

家族・親族 1,014 83.9%

知人・友人・職場の同僚 549 45.4%

医療機関 189 15.6%

行政（役所等） 147 12.2%

近所の人 87 7.2%

どこに相談したらいいかわからない 53 4.4%

相談できる人がいない 15 1.2%

無回答 25 2.1%

サンプル数 1,209 －

83.9%
45.4%

15.6%

12.2%

7.2%

4.4%

1.2%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）特に支援を要する人について 

市民の約４割が「不安や心配に思う人が近隣にいる」と回答しており、高齢者のみ

世帯を中心に、支援を必要とする可能性のある人が身近に暮らしている状況にあると

考えられます。 

 また、災害時の避難の可否について、「自力もしくは周辺の人の支援により避難がで

きる」と回答していない市民が１割強おり、災害時の対応も含め、地域における見守

り・支え合い活動の促進を図る必要があると考えられます。 

 

◆不安や心配に思う近所の人【市民調査】 

 
※複数回答可。回答数上位項目を中心に主要項目のみを抜粋して掲載 

 

◆災害発生時の避難の可否【市民調査】 

 
 

選択肢 回答数 割合

高齢者のみの世帯で生活している人 366 30.3%

病気や障がいを抱えている人 116 9.6%

認知症や認知症の疑いがある人 86 7.1%

地域や社会で孤立していると思う人 83 6.9%

ほとんど家に引きこもっていると思う人 69 5.7%

金銭的に困っていると思う人 56 4.6%

家がごみ屋敷になってしまっている人 48 4.0%

その他 41 3.4%

不安を感じたり、心配に思ったりする人
はいない

626 51.8%

無回答 57 4.7%

サンプル数 1,209 －

30.3%

9.6%

7.1%

6.9%

5.7%

4.6%

4.0%

3.4%

51.8%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

自力で避難することができる 909 75.2%

自力で避難することは難しいが、家族や近所の人な
どの周辺の人の支援があるため、避難することがで
きると思う

115 9.5%

避難することは難しい 36 3.0%

わからない 132 10.9%

無回答 17 1.4%

サンプル数 1,209 100.0%

75.2%

9.5%

3.0%

10.9%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）支援者・制度の認知度について 

民生委員・児童委員について、存在自体の認知率は８割を超えていますが、居住地

域の民生委員・児童委員の認知率及び活動内容の認知率は３～４割台にとどまってい

ます。 

 また、地域の自治会長や民生委員等と連携を取りながら見守りを必要とする世帯の

訪問活動を行う「在宅福祉アドバイザー」についても、存在に関する認知率は４割台、

活動内容に関する認知率は１割台にとどまっています。 

 障がい等によって判断能力が十分ではない人に対し、法律行為等に係る適切な保護

や支援を行う制度「成年後見制度」については、認知度は６割を超えていますが、制

度の内容を含めた認知度は４割を下回っています。 

 これらの支援者・制度は、支援が必要となった際の生活の支えとなるものであるこ

とから、市民に対する周知啓発の強化を図る必要があると考えられます。 

 

◆民生委員・児童委員の認知【市民調査】 

   
 

◆居住地域を担当する民生委員・児童委員の認知【市民調査】 

 
 

  

36.1%

37.9%

48.5%

49.1%

13.6%

11.5%

今回調査

前回調査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

委員の存在も活動内容も知っている
委員の存在は知っているが、活動内容はよくわからない
知らない
無回答

選択肢 回答数 割合

知っている 529 43.8%

知らない 663 54.8%

無回答 17 1.4%

サンプル数 1,209 100.0%

知っている

43.8%
知らない

54.8%

無回答

1.4%
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◆在宅福祉アドバイザーの認知【市民調査】 

  
 

◆生活に困窮している人への支援について必要だと考える取組【市民調査】 

 
 

  

15.8%

15.7%

29.9%

34.6%

53.0%

47.6%

今回調査

前回調査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

アドバイザーの存在も活動内容も知っている
アドバイザーの存在は知っているが、活動内容はよくわからない
知らない
無回答

選択肢 回答数 割合

聞いたことがあり内容を知っている 331 27.4%

聞いたことはあるが内容はよくわからな
い

486 40.2%

知らない 369 30.5%

無回答 23 1.9%

サンプル数 1,209 100.0%

27.4%

40.2%

30.5%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（５）福祉関係事業所（者）の状況について 

福祉に対する支援ニーズが複雑化・複合化する中、関係機関・関係団体等が連携す

ることが求められていますが、地域や他の事業所・行政等と連携した取組を行ってい

る事業所（者）は半数程度にとどまっており、更なる連携強化を図ることが求められ

ています。 

 また、調査に回答した全ての事業所（者）が、専門人材の確保・育成や利用者の確

保等を中心に、何らかの課題を抱えていることから、課題解決のための支援策につい

ても検討・実施を行っていくことが求められています。 

 

◆地域や他の事業所・行政等との連携した取組の有無【福祉関係事業所調査】 

 
 

◆事業運営において改善したい課題【福祉関係事業所調査】 

 
※複数回答可。回答数上位項目を中心に主要項目のみを抜粋して掲載  

選択肢 回答数 割合

ある 21 51.2%

ない 17 41.5%

無回答 3 7.3%

サンプル数 41 100.0%

ある

51.2%

ない

41.5%

無回答

7.3%

選択肢 回答数 割合

専門員・支援員・保育士等の専門職員の
確保

28 68.3%

職員の資質向上 24 58.5%

利用者の確保 23 56.1%

施設・整備の改善 21 51.2%

報酬単価の低さ 19 46.3%

サービス内容や質の向上 18 43.9%

労働条件の改善 16 39.0%

市役所・社会福祉協議会等、関係機関と
の連携

14 34.1%

事務作業量の増大への対応 10 24.4%

事業運営のための情報の入手・精査 10 24.4%

特に課題はない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

サンプル数 41 －

68.3%

58.5%

56.1%

51.2%

46.3%

43.9%

39.0%

34.1%

24.4%

24.4%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（６）再犯防止について 

犯罪をした人の立ち直りについて、「協力できることがあれば協力したい（してもよ

い）とは思わない」と回答した市民は２割強にとどまっていますが、「わからない」と

回答した割合も３割を超えており、今後、再犯防止に関する市民の協力について、周

知啓発を図っていくことが求められています。 

 また、再犯防止において「安定した生活基盤の構築」が重要と考える市民が最も多

くなっていることを踏まえ、全ての市民が安定した生活を得ることができる仕組みの

構築を図っていくことが求められています。 

 

◆犯罪をした人の立ち直りへの協力の意向【市民調査】 

 
 

◆再犯防止のために必要なこと【市民調査】 

 
※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

そう思う 108 8.9%

どちらかといえばそう思う 384 31.8%

どちらかといえばそう思わない 164 13.6%

そう思わない 112 9.3%

わからない 414 34.2%

無回答 27 2.2%

サンプル数 1,209 100.0%

8.9%

31.8%

13.6%

9.3%

34.2%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

仕事と住居を確保して安定した生活基盤
を築かせる

561 46.4%

切れ目のない支援のための矯正施設、行
政、民間協力者等の連携体制を構築する

416 34.4%

犯罪を地域の問題として捉え地域ぐるみ
で再犯防止に向けた支援をする

229 18.9%

犯罪をした高齢者などに対して、福祉
サービスの利用を促進する

163 13.5%

その他 23 1.9%

わからない 255 21.1%

無回答 45 3.7%

サンプル数 1,209 －

46.4%

34.4%

18.9%

13.5%

1.9%

21.1%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（７）地域福祉全般について 

７割を超える市民が「日置市は（どちらかといえば）住みやすい」と回答している

中、地域の暮らしに対する満足度・重要度分析では、日置市が重点的に取り組むべき

施策として、「移動手段の確保」、「買い物・通院等の利便性」が挙げられています。 

 また、「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすために市が推進すべきこと」として、

「サービスが利用できない・結びつかない人への対応の充実」、「相談窓口の充実」、「見

守りなどの地域で住民が支え合う仕組みづくりへの支援」等が挙げられており、これ

らの施策についても積極的に推進していくことが求められています。 

 

◆日置市の住みやすさ【市民調査】 

 
 

  

選択肢 回答数 割合

住みやすい 456 37.7%

どちらかといえば住みやすい 463 38.3%

どちらともいえない 189 15.6%

どちらかといえば住みにくい 56 4.6%

住みにくい 21 1.7%

無回答 24 2.0%

サンプル数 1,209 100.0%

37.7%

38.3%

15.6%

4.6%

1.7%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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◆地域の暮らしに対する重要度・満足度【市民調査】 

 

※分類手法 

① 回答を下記の基準を基に点数化 

◆重要・満足              100 点 

◆どちらかといえば 重要・満足      75 点 

◆普通                  50 点 

◆どちらかといえば 重要ではない・不満  25 点 

◆重要ではない・不満            0 点 

 

② 点数を下記の基準を基に分類 

７項目の平均点と比べて 

◆重要度・満足度がともに高い      重点維持項目 

◆重要度が低く、満足度が高い      維持項目 

◆重要度が高いが満足度が低い      重点改善項目 

◆重要度・満足度がともに低い      改善項目 

 

①福祉サービスの

提供体制

②自治会などの地

域活動

③防犯・防災体制

④公民館や公園な

どの交流施設

⑤病院などの医療体制
⑥移動手段の確保

⑦買い物・通院等

の利便性

50

60

70

80

40 50 60

平均

重点維持

35 37
42

維持

重点改善

改善

35 37
42

平均

満足度

重
要
度
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◆誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすために市が推進すべきこと【市民調査】 

 
※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

サービスが利用できない・結びつかない
人への対応の充実

413 34.2%

相談窓口の充実 396 32.8%

見守りなどの地域で住民が支え合う仕組
みづくりへの支援

369 30.5%

地域の課題やニーズの把握 282 23.3%

地域福祉を担う介護や子育てなどの専門
人材の育成

277 22.9%

関係機関との連携強化 268 22.2%

地域福祉を担う地域活動の担い手の育成 224 18.5%

地域住民の地域活動への参加促進や支援 203 16.8%

福祉に関する啓発活動の充実 150 12.4%

住民同士が交流できるサロンなどの充実 142 11.7%

その他 45 3.7%

特に取り組むべきことはない 39 3.2%

無回答 58 4.8%

サンプル数 1,209 －

34.2%

32.8%

30.5%

23.3%

22.9%

22.2%

18.5%

16.8%

12.4%

11.7%

3.7%

3.2%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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３ 前期計画の評価 

（１）第３期日置市地域福祉計画の評価 

① 全体評価 

「第３期日置市地域福祉計画」に定めた施策について、日置市担当課職員による評価

を実施した結果は下表のとおりであり、おおむね順調に施策を推進できていると言えま

す。 

 

基本目標 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 

基本目標１ 

誰もが安心して生活できる地域で

の居場所づくり 

６項目 

85.7％ 

１項目 

14.3％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

基本目標２ 

地域住民などの参加や支え合いに

よる地域福祉のまちづくり 

７項目 

87.5％ 

１項目 

12.5％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

基本目標３ 

安全で、安心して、誰もが快適に暮

らせるまちづくり 

14 項目 

87.5％ 

２項目 

12.5％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

基本目標４ 

いきいきとふれあいあふれる健康

なまちづくり 

５項目 

100.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

基本目標５ 

福祉のこころづくり 

５項目 

100.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

合計 
37 項目 

37.5％ 

４項目 

53.1％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

※Ａ評価：推進できている  Ｂ評価：概ね推進できている  Ｃ評価：あまり推進できていない
Ｄ評価：推進できていない、実施が困難である  Ｅ評価：評価不能 
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② 福祉分野における課題として挙げられた主な施策・事業 

評価を実施する中において、本市の福祉分野における課題となる施策・事業として、

以下のものが挙げられたことから、これらについては、重点的に改善・見直しに取り組

む必要があります。 

 

・基本目標１ 誰もが安心して生活できる地域での居場所づくり 

施策の柱 施策・事業 

（１）福祉サービス利用のため 

の支援 

■福祉サービスの苦情相談事業 

■成年後見制度利用支援事業 

（２）保健・医療・福祉などの 

連携による総合的な対応 

■保健・医療・福祉の連携による政策調整システム

の構築 

（５）相談支援体制の充実 ■各種相談員の連携 

（７）高齢者や障がい者の自立 

への社会活動支援 
■世代間交流団地の整備 

 

・基本目標３ 安全で、安心して、誰もが快適に暮らせるまちづくり 

施策の柱 施策・事業 

（11）孤立化防止対策の推進 ■孤立化などの防止に向けた取組の推進 

（15）生活困窮者自立支援対 

策等の推進 
■就労訓練事業（中間的就労）の推進 

 

・基本目標５ 福祉のこころづくり 

施策の柱 施策・事業 

（２）福祉への関心づくり ■福祉施設体験学習会の開催 
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（２）第３期日置市地域福祉活動計画の評価 

① 全体評価 

「第３期日置市地域福祉活動計画」に定めた取組・事業について、日置市社会福祉協

議会職員による評価を実施した結果は下表のとおりであり、おおむね順調に施策を推進

できていると言えます。 

 

活動の方向性 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 

活動の方向性１ 

みんなで支えあう仕組みを作りま

しょう 

10 項目 

40.0％ 

12 項目 

48.0％ 

１項目 

4.0％ 

１項目 

4.0％ 

１項目 

4.0％ 

活動の方向性２ 

地域等の持つ機能や力を活用し、助

け合いの輪を広げましよう 

６項目 

33.3％ 

９項目 

50.0％ 

２項目 

11.1％ 

０項目 

0.0％ 

１項目 

5.6％ 

活動の方向性３ 

意識を高め、活動に参加する体制づ

くりをましよう 

5 項目 

33.3％ 

10 項目 

66.7％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

活動の方向性４ 

地区公民館等組織の連携により、交

流の場・地域福祉活動の拠点を明確

にしましょう 

３項目 

50.0％ 

３項目 

50.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

０項目 

0.0％ 

合計 
24 項目 

37.5％ 

34 項目 

53.1％ 

３項目 

4.7％ 

１項目 

1.6％ 

２項目 

3.1％ 

※Ａ評価：推進できている  Ｂ評価：概ね推進できている  Ｃ評価：あまり推進できていない
Ｄ評価：推進できていない、実施が困難である  Ｅ評価：評価不能 
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② 特に改善・見直しが必要となる取組・事業 

評価において、「（あまり）推進できていない」と評価された取組・事業も一部見られ

たことから、これらの取組・事業については、重点的に改善・見直しに取り組む必要が

あります。 

 

取組・事業とその内容 課題と今後の方向性 

・にこにこ子育て応援隊支援講座 

 子育てへの不安感や孤独感を解消し、

安心して子どもを産み育てられる地域の

子育て支援体制づくりのため、子育て支

援講座を開催する。 

＜課題＞ 

例年、参加者の減少がみられることと、コロ

ナ禍での講座の中止。 

＜今後の方向性＞ 

令和４年度に日置市役所にこども未来課の

新設など日置市において行政が子育て分野

に力をいれている現状がある。講座を含む

見直し、廃止を検討していく時期にある。 

・ふれあい・いきいきサロン研修会 

 サロン活動の意義や魅力を共有すると

ともに、課題解決に向けて自由な意見を

出し合うふれあい・いきいきサロン研修

会を開催する。 

＜課題＞ 

コロナウイルス感染拡大防止のため、中止

となった。 

＜今後の方向性＞ 

日置市福祉課と連携を図り、事業を推進す

る。with コロナで実施できる研修会を検討

していく。 

・76 歳以上ひとり暮らしふれあい給食会 

 市内のひとり暮らしの高齢者の方を対

象に、ふれあい給食会を開催し、ふれあう

機会を作り、一日ゆっくりくつろいで楽

しいひと時を過ごしてもらう。 

＜課題＞ 

新型コロナウイルス感染症の感染リスクの

観点から開催困難となり廃止。 

＜今後の方向性＞ 

令和３年度に組織を立ち上げ、令和４年度

に日吉地域で開始した、有償ボランティア

による「ひおき助けあい隊おきがるサービ

ス」について、令和５年度からは日置市全域

で実施する。 

・通所介護（デイサービス）事業 

 利用者が可能な限り在宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を

送ることができるよう、自宅にこもりき

りの利用者の社会的孤立感の解消や心身

機能の維持、家族の介護軽減などを図る。 

＜課題＞ 

東市来事業所においては、新型コロナウイ

ルス感染症予防のための利用制限もあり利

用者減に大きく影響している。日吉事業所

については、令和２年度から事業を休止し、

令和３年度末で事業を廃止した。 

＜今後の方向性＞ 

費用削減に取り組むとともに選ばれるデイ

サービスとなるよう、広報活動、ADL の維持

と QOL の向上への取り組み、事業職員によ

るサロン支援等地域との交流を行う。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

福祉についてはこれまで、高齢者や障がい者、子どもといった対象者ごとに分けて

捉えられることが多くなっていました。 

 しかし、社会が大きく変わっていく中で、日置市においても、地域福祉に係る問題

は複雑化し、一つの法律や制度では対応できない複合的な問題を抱えたり、制度の狭

間に追いやられたりする人も増えてきています。 

そのような状況において、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、

世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域をともに創っていく社会「地域共生社会」を実現することが求められています。 

 また、持続可能でよりよい社会の実現を目指すための世界共通の目標「ＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）」においては、「誰一人取り残さない社会」の実現が掲げられてお

り、地域福祉の推進が不可欠な要素となっています。 

本計画では、これらの考え方を踏まえた基本理念として、「“とも”に生き 共に創

る みんなが暮らしやすいまち ひおき」を掲げ、市民、地域、事業者、日置市社会

福祉協議会、行政等のあらゆる主体の参画による地域共生社会の実現を目指します。 

 

“とも”に生き 共に創る 

みんなが暮らしやすいまち ひおき 
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ともに支え合い、 

助け合うことができる 

活動づくり 

２ 基本目標 

基本理念の実現のため、以下の４つの基本目標を定め、基本目標と基本目標に関連

する基本施策を総合的に推進します。 

 

基本目標１ 地域福祉を支える人づくり 

基本目標２ ともに支え合い、助け合うことができる活動づくり 

基本目標３ 誰もが安全に安心して暮らすことができるまちづくり 

基本目標４ 必要な支援を受けることができる仕組みづくり 

 

 

 

 

  

 

地域福祉を支える 

人づくり 

誰もが安全に安心して 

暮らすことができる 

まちづくり 

必要な支援を受ける 

ことができる 

仕組みづくり 

“とも”に生き 共に創る 

みんなが暮らしやすいまち 

ひおき 
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３ 施策の体系 

基本目標１ 地域福祉を支える人づくり 

（１）地域を支える人づくりの推進 

（２）専門人材育成の推進 

 

基本目標２ ともに支え合い、助け合うことができる活動づくり 

（１）市民による福祉活動の推進 

（２）市民同士の交流の促進 

 

基本目標３ 誰もが安全に安心して暮らすことができるまちづくり 

（１）生活環境の整備の推進 

（２）防災・防犯・事故防止対策の充実 

（３）市民の人権を守るための取組の推進 

 

基本目標４ 必要な支援を受けることができる仕組みづくり 

（１）包括的な相談支援体制の確保 

（２）福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

（３）関係機関同士の連携体制の強化 

（４）必要な支援に適切につながることができる体制の確保  
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第４章 施策の方向 
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第４章 施策の方向 
 

社会保障は、自分のことを自分でする「自助」、家族や地域、ボランティア、ＮＰＯ

等によって支え合う「互助」、社会保険制度の中でリスクを共有する者同士が支え合う

「共助」、その他公的な支援による「公助」で構成されています。 

 そして、「自助」と「互助」、すなわち個人や家庭、地域等による支えを前提に、そ

れらを「共助」と「公助」が補完するという考え方によって成り立っています。 

 本計画では、この考え方も踏まえ、基本施策ごとに「市民の役割」と、それを支え

る取組を含む「日置市及び日置市社会福祉協議会が推進する主な取組」について、そ

れぞれ定めました。 

 なお、本計画に定める取組については、新型コロナウイルス感染症の影響等の外的

要因により、実施が困難となる可能性も考えられます。 

 掲載している内容については、令和５年３月時点における方向性を示したものであ

り、事業の実施等にあたっては、感染症の感染状況等も踏まえつつ、必要に応じて実

施内容の変更・見直し等を行いながら推進を図ります。 

 

福祉における自助・互助・共助・公助 

自助 

就労による生計の維持、健康の維持増進

に努めるなど、自分や家族の生活を自分

たち自身で守る 

 

互助 

ボランティア活動や住民組織の活動など

の制度化されていない活動により、住民

同士が互いに支え合う 

 

共助 

医療・介護・年金などの保険制度におい

て、個人や世帯だけでは負担することが

難しいリスクを共有することで支え合う 

 

公助 

保険制度における公費負担やその他サー

ビス・支援の提供について、行政が税を

活用して行う 
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基本目標１ 地域福祉を支える人づくり 

人口減少や少子高齢化が今後も中長期的に進行していくことが予想される中、地域

福祉を支える人材の育成・確保は必要不可欠であり、各種福祉サービスの提供に携わ

る専門人材の育成・確保はもちろんのこと、市内各地域において地域福祉活動の担い

手となる人材の育成・確保も大変重要です。 

 しかし、各種調査結果では、地域活動への市民の参加頻度の低下傾向がみられる状

況や、多くの福祉事業者が専門人材の育成・確保に課題を抱えている状況が明らかに

されており、地域福祉を支える人材の育成・確保は本市の大きな課題であると考えら

れます。 

 以上の状況を踏まえ、福祉活動を行う地域人材及び専門職等の福祉人材の育成・確

保による「地域福祉を支える“人”づくり」を推進します。 

 

（１）地域を支える人づくりの推進 

取組主体 主な取組 

市民 

■ 自治会に加入します。 

■ 地域活動やボランティア活動に積極的に参加します。 

■ 福祉に関する研修会や講演会、イベント等に積極的に参加します。 

市 

① 地域活動を行う人材の育成・確保 

■ 自治会活動に係る周知啓発 

自治会活動への理解・参加を促進するため、地域自治会長連絡協議会とも連携

しながら、自治会加入について市民にＰＲを行うとともに、自治会活動の内容に

ついても周知を図ります。また、市民の転入・転居等を捉えて自治会活動への理

解と加入促進を図ります。 

■ 子育てに係る地域活動の推進 

地域が主体的に子育てを支える環境づくりを進めるため、地域子育て支援セ

ンターを中心に、子育てサークル等の育成・支援を行います。 

■ 要配慮（援護）者支援のための研修会の開催 

住民や関係機関を対象に、先進地の参考事例等から要配慮（援護）者に対する

支援手法等を学ぶ研修会を開催します。 

■ 介護予防の普及啓発 

高齢者等に対し、介護予防に対する考え方や理解を深めるための健康相談、健

康教育などを実施します。 

■ 障がい者のコミュニケーションを支える地域人材の育成 

障がい者のコミュニケーションを支える、手話・点訳奉仕員、朗読奉仕員を養

成するための講習会を開催します。 
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取組主体 主な取組 

市 

② 市民の地域福祉に対する意識・理解の向上 

■ 福祉に関心を持つ場づくり 

自治会や地区公民館、各種団体において、地域福祉についての問題や課題、解

決方法について市民が主体的に考え、話し合う機会づくりを推進します。また、

広く市民に地域福祉の考え方、助け合い活動の大切さについて知ってもらうた

め、地域福祉について話し合う場の提供に努めます。 

■ 福祉施設体験学習会の開催 

各種福祉施設等と連携を図りながら、地域の福祉施設において、体験学習会を

開催し、福祉への関心づくりや、福祉施設で生活する方たちへの理解・交流促進、

福祉ボランティア活動への参加促進を図ります。 

■ 家庭や地域の教育力の向上の推進 

学校、家庭、地域が連携して教育力を総合的に高めるため、「おひさま運動」

を展開し、学校行事やＰＴＡ活動、子ども会活動などの機会を通じて指導・啓発

に努めます。また、家庭や地域の教育力の向上を図るため、公民館などにおいて、

子どもの発達状況に応じた家庭教育に関する学習機会の充実を図るとともに、

地域や保育所等、幼稚園、小・中・義務教育学校と連携し、家庭教育学級や育児

関連講座などの学習機会や情報の提供体制の充実を図ります。 

■ 青少年健全育成活動の充実 

地域全体で子どもを支える環境づくりを進めるため、行政や学校、ＰＴＡ、民

生委員・児童委員、地域住民が参加して相互に情報を交換し、認識を共有するこ

とにより児童生徒の健全育成に関する意識の高揚を図ります。 

■ 高齢者学級等事業 

高齢者の生きがいづくりや福祉の心づくりを図るため、中央公民館や地区公

民館が取り組む高齢者学級や成人学級等を開催します。 

■ 元気まつりの開催 

広く市民の介護予防・健康づくりに関する意識の向上を図ります。 

■ 障がいに対する市民の理解促進 

市民の障がいに対する理解を促進するため、障がいについての講習会や研修

会、日置市障がい者福祉大会の開催を始めとする広報・啓発活動に取り組みま

す。 

 

③ 子どもに対する福祉教育の推進 

■ 心を育てる教育の推進 

子どもたちの互いを尊重し助け合う心を育むため、地域の伝統文化、人物、自

然、産業といった魅力ある素材を教材として活用する「ひおきふるさと教育」に

おける豊かな体験活動を推進します。 

■ 教科用図書などを活用した道徳教育の推進および道徳授業の充実 

学校教育において、教科用図書などの活用を図りながら、子どもの心に響く道

徳教育の充実を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 福祉体験学習の推進 

学校などからの要請に基づき、関係機関と連携・協力しながら、高齢者の疑似

体験や車いす体験などを実施します。 

■ 福祉意識醸成のための出前講座の実施 

児童生徒の福祉意識の醸成を図るため、学校や地域に出向き、福祉に関する行

政出前講座を実施します。 

■ いのちふれあい体験事業 

命の尊さや家族の大切さなどについて考え、自己肯定感を高める機会として、

各中学校において、思春期教室を実施します。 

■ ボランティア活動協力校の活動支援 

日置市社会福祉協議会が学校等と連携して、社会福祉への関心や理解を深め

るとともに、地域での具体的な体験活動を通して、思いやりの心を育て、お互い

に連帯し、助け合う力を養い、併せて家庭や社会への啓発を図る活動に対する支

援を行います。 

市社協 

① 地域活動を行う人材の育成・確保 

■ ボランティア養成講座の開催 

福祉の担い手を養成するため、ボランティア養成講座を定期的に開催します。 

■ ひおきよりそい支援員活動の推進 

生きづらさを抱えた人が住み慣れた地域で安心して心豊かに「その人らしい」

生き方ができるよう、寄り添って支援する「ひおきよりそい支援員」を養成し、

その活動を支援します。 

■ 心配ごと相談員研修の開催 

市民からの相談に、適切な助言や援助を行う「心配ごと相談員」の研修を行い、

相談体制の充実や在宅福祉の推進に努めます。 

■ 介護予防ボランティア研修会の開催 

介護予防ボランティアを対象とする研修会を開催します。 

■ 手話奉仕員養成講座の開催 

聴覚障がい者のコミュニケーションを支援するため、手話奉仕員養成講座を

開催します。 

■ 災害支援研修会の開催 

日常的に災害や災害時のボランティア活動について、関心を持ってもらうと

ともに、災害に備えて地域で何ができるのかを考える機会となる災害支援研修

会を開催します。 

■ おもちゃドクター養成講座の開催支援 

おもちゃ病院の運営体制を確保するため、おもちゃドクターの養成講座の開

催を支援します。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

② 市民の地域福祉に対する意識・理解の向上 

■ 社会福祉大会の開催 

福祉に関する市民の理解を深めるとともに、地域福祉活動がどのように市内

各地で展開され、誰もが安心して暮らせる地域社会の実現に貢献しているかを

知ってもらう機会として、日置市との共催により日置市社会福祉大会を開催し

ます。 

 

③ 子どもに対する福祉教育の推進 

■ 福祉教育の推進 

福祉についての理解を深めてもらうため、福祉体験教室や出前講座等を開催

します。 

■ 福祉作文等コンクールの実施 

児童生徒の福祉に関する理解と関心、思いやりの心を育てることなどを目的

に、市内の小・中・義務教育・高等学校の児童生徒を対象とする福祉作文等のコ

ンクールを開催します。 

■ サマーボランティアの実施 

ボランティア活動について、体験・学習する機会を提供するため、市内の中学

生・高校生を対象に、保育所や特別養護老人ホーム等の福祉施設において、夏休

み期間中、サマーボランティアを実施します。 

 

（２）専門人材育成の推進 

取組主体 主な取組 

市民 ■ 福祉に携わる仕事の大切さや魅力について理解を深めます。 

市 

■ 福祉サービス事業者の人材育成・確保に対する支援 

市民のニーズに対応できる福祉サービスの提供体制の確保を図るため、国や

県が行う人材育成・確保に向けた施策、関係機関や団体等と連携を図りながら、

福祉人材の育成・確保に関する情報提供、福祉に携わる仕事の魅力発信に努めま

す。 

■ 行政職員の資質向上 

福祉に携わる行政職員に対して研修会等への参加を促進することで、専門的

知識の習得を促します。 

市社協 

■ 職員研修体制の充実 

組織の活性化や福祉サービスの向上、職員の意識改革やスキルアップのため、

自主研修、職場研修、派遣研修、資格取得研修等の職員研修体制の充実を図りま

す。 
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基本目標２ ともに支え合い、助け合うことができる活動づくり 

人口減少や少子高齢化が進行する中、地域住民同士が互いに見守りながら、助け合

い、支え合うことができる地域を作り上げていくことの重要性が増しています。 

 しかし、社会環境や個々の考え方の変化等から、地域住民同士の関係性が弱まる傾

向で推移していると言われており、各種調査結果においては、本市においても同様の

傾向にあることが示されています。 

 以上の状況を踏まえ、地域内における見守り・支え合い活動等の市民による福祉活

動や、地域住民同士の交流活動の促進による「ともに支え合い、助け合うことができ

る“活動”づくり」、「必要に応じて、行政や専門機関等による支援に要支援者をつな

ぐことができる“活動”づくり」を推進します。 

 

（１）市民による福祉活動の推進 

取組主体 主な取組 

市民 
■ 近隣や近所の人同士で、見守りや声かけを行います。 

■ 地域活動やボランティア活動に積極的に参加します。【再掲】 

市 

① 市民による福祉活動の推進 

■ 共生・協働のまちづくりの推進 

日置市共生・協働のまちづくり指針に基づき、協働のまちづくりについて広く

市民に理解を促し、市民の協働のまちづくりへの参加・協力の促進を図ること

で、市民やコミュニティ、市の協働による地域福祉の推進を図ります。 

■ 小地域福祉活動の推進 

小学校区等単位の身近な地域において、高齢者等の見守りや青少年健全育成、

安全安心に係る活動を行うとともに、地域で課題を共有し、協働により解決に取

り組むことができる地域づくりを推進します。 

■ 市民参加による地域福祉活動の啓発 

市民による福祉活動を促進するため、地域で助け合い活動を実践している団

体やグループの活動内容を広く市民に広報します。 

■ 地域参加による学校づくりの推進 

学校施設の開放や教育活動における地域の人材の活用、教職員も含めた地域

活動の活性化を促進し、地域に開かれた学校づくりを推進します。 

■ 有償ボランティア活動の促進 

市民の自主的・自発的・積極的なボランティア活動への参画を図るため、交通

費程度の謝礼のあるボランティア活動についても、普及啓発を行いながら活動

の促進を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市 

② 地域活動に対する支援 

■ 集会等施設建設整備事業 

市民活動の促進を図るため、自治会が実施する集会所の新築・改修・建替・ト

イレ改修等の事業に対し、助成を行います。 

■ 学校開放の促進 

学校施設を授業や安全面に支障がない範囲内で地域の交流場所などとして開

放し、地域住民による地域活動やスポーツ少年団等の利用促進を図ります。 

■ 自治会の育成・支援 

地域自治会長連絡協議会と連携し、自治会相互の活動に関する情報共有等を

図りながら、地区公民館との協働による自治会の主体的な自治活動を支援しま

す。 

■ 自治会活動に係る周知啓発【再掲】 

自治会活動への理解・参加を促進するため、地域自治会長連絡協議会とも連携

しながら、自治会加入について市民にＰＲを行うとともに、自治会活動の内容に

ついても周知を図ります。また、市民の転入・転居等を捉えて自治会活動への理

解と加入促進を図ります。 

■ 青少年の地域活動の推進 

青少年の地域社会の一員としての自覚と関心を深めるため、地区公民館や自

治会の子ども会育成会や青少年育成部等と連携して、多様な地域ボランティア

活動を支援します。 

■ 各種公民館活動の推進 

地区住民のニーズや地区の特性を活かした公民館講座や自主講座の取組を支

援します。 

 

③ 地域人材による活動の推進 

■ 民生委員・児童委員活動への支援 

民生委員・児童委員の自主性を尊重しつつ、多様化する福祉ニーズに対応し、

地域住民一人ひとりの立場に立った相談・支援活動を円滑に行うことができる

よう、民生委員・児童委員協議会活動及び研修活動を支援するとともに、民生委

員・児童委員との情報共有及び定期的な情報交換を行います。 

■ 民生委員・児童委員活動の広報強化 

必要に応じて、民生委員・児童委員への相談を行うことができるよう、また、

相談・支援活動が円滑に進むよう、広報紙や市ホームページ等における活動内容

の広報・ＰＲを強化し、市民に対する民生委員・児童委員活動の浸透を図ります。 

■ 在宅福祉アドバイザー活動の推進 

在宅福祉アドバイザーは、自治会の高齢者や障がい者など、支援を必要とする

世帯を巡回訪問し、安否確認や声かけなどの見守り活動を行う市民で、市長が委

嘱しています。在宅福祉アドバイザーの育成と活動の周知を図りつつ、民生委

員・児童委員や関係機関との連携による活動を推進します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 母子保健推進員活動の推進 

地域の育児環境に応じた子育てを支援するため、母子保健推進員による訪問

活動による、市民と行政とのパイプ役としての活動を推進します。 

■ 保健推進員活動の推進 

市民の健康づくり意識の醸成を図るため、地域で啓発活動を担う「保健推進

員」を選出し、研修会を開催し健康づくり等への知識を深めた上での啓発活動を

推進します。 

■ 食生活改善推進員活動の推進 

市民の健康増進を図るため、市民の食生活に関する正しい知識の普及活動を

行う「食生活改善推進員」の活動を支援します。 

■ 運動普及推進員活動の推進 

運動普及推進員は、運動を通して市民の健康づくりを支援し、「日置市元気な

市民づくり運動」を推進するボランティアで、市長が委嘱しています。筋ちゃん

広場や市民歌体操の啓発活動を推進していくとともに、関係団体等との連携を

図りながら活動を支援します。 

 

④ 子育てに関する地域活動の推進 

■ 子育てに係る地域活動の推進【再掲】 

地域が主体的に子育てを支える環境づくりを進めるため、地域子育て支援セ

ンターを中心に、子育てサークル等の育成・支援を行います。 

■ 子育てボランティア活動に対する支援 

市内で活動している子育てに関するボランティアグループ等について、活動

を支援するとともに連携を図ります。 

 

⑤ 健康づくり・介護予防等を目的とした地域活動の推進 

■ 地域における「元気な市民づくり運動」の推進 

地区公民館や自治会を中心に、地域特性に合わせた学習や話し合い活動、栄

養・運動教室などの主体的な健康づくりの活動を支援します。 

■ 地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の推進 

市民の健康づくりや交流を図るため、スポーツ推進委員や地域の体育部等に

よる、ニュースポーツなどを通した地域での健康づくり活動を推進します。 

 

⑥ 支援を必要とする人を支える地域活動の推進 

■ 見守り活動の充実 

ひとり暮らしの高齢者などが、住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、

民生委員・児童委員や在宅福祉アドバイザー、自治会、地区公民館などと連携す

るとともに、金融機関やコンビニ等の民間事業所と地域における見守り活動に

関する協力協定を結ぶことで、多様な主体の参画による見守り活動を推進しま

す。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 当事者団体の活動支援 

障がい者の家族の会などの当事者団体に対し、福祉活動や団体の自立運営に

対する側面的支援を行います。 

市社協 

① 市民による福祉活動の推進 

■ 地区公民館等の組織と連携及び地域福祉活動の推進 

「“とも”に生き 共に創る みんなが暮らしやすいまち ひおき」を実現す

るため、地区公民館の専門部や自治会等と連携を図りながら、各地区における地

域福祉活動の推進を図ります。 

■ 小地域福祉活動の推進 

隣近所において、要保護児童や障がいのある人、ひとり暮らしや寝たきりの高

齢者、その介護者などの援助が必要な人々が安心して暮らすことができるよう、

お互いが支え合う地域社会づくりのための小地域福祉活動に対する支援を行い

ます。 

■ 生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備事業は、地域住民による互助を中心とした高齢者に対する

生活支援サービス等を地域で推進するため、コーディネーターの配置や協議体

の設置を行う事業です。各地域の課題を整理し、地域住民のニーズに応じた生活

支援サービス等の展開支援に努めます。 

■ 共同募金の推進 

募金の趣旨に関する広報紙やＳＮＳを活用した市民への理解促進を図るとと

もに、募金活動の在り方の検討を行いながら、市民運動として推進します。 

■ 日本赤十字社事業の推進 

市民への日本赤十字社が行う活動に対する広報紙やＳＮＳ等を通じた理解促

進を図るとともに、赤十字会員増強運動を推進します。 

 

② 地域活動に対する支援 

■ 児童・青少年福祉活動への支援 

社会の宝である児童・青少年の健全育成を図るため、地域における児童・青少

年の活動に対する支援を行います。 

■ 老人福祉活動への支援 

高齢者が知恵と経験を生かし一定の役割を果たすことが健康・長寿につなが

ることから、地域における高齢者の活動を支援します。 

■ 障がい児・者福祉活動への支援 

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、「日置市手をつなぐ育成会」

の事務局運営など、障がいのある人を中心に、家族、地域社会、関係機関が相互

に連携し合う福祉活動に対する支援を行います。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ 母子・父子福祉活動への支援 

母子・父子世帯の社会的な自立や、母子・父子家庭の交流の場を提供する活動

等に対する支援について、日置市が実施する事業等を踏まえた検討を行いなが

ら推進します。 

■ 福祉育成・援助活動への支援 

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域社会をつくるため、地域にお

ける福祉に関する悩みごとを解決していく体制づくりや、見守り・声かけ活動等

に対する支援を行います。 

 

③ 支援を必要とする人を支える地域活動の推進 

■ 福祉ネットワークの活用による見守り活動の推進 

高齢者に対する見守り活動を推進するため、ふれあい・いきいきサロン支援者

研修会や高齢者給食、共同募金事業等において、民生委員・児童委員や自治会長、

運動普及推進員等の支援者との情報交換等を行います。 

■ 要支援者に対する安否確認活動の推進 

ひとり暮らしの高齢者や障がい者などの地域で支援を必要としている一人ひ

とりに対し、地域の中で孤立することなく、安心して生活ができるよう、見守り・

声かけ等の安否確認活動を推進します。 

■ 支え合いマップづくりの推進 

支え合いマップは、地域における「気になる人」とそれに関わる人を線で結ぶ

もので、誰ひとり取りこぼさないセーフティーネットの構築につながります。未

作成地域における作成促進と作成済み地域に対するフォローアップを推進し、

地域ならではの「お茶のみ会」等の身近な支え合いにつながる「お宝」の発掘や

「気になる人」の地域でのつながりについて、確認・情報共有を行います。 

■ 住民参加型福祉サービスの推進 

ひとり暮らしの高齢者や障がい者などの地域で支援を必要としている一人ひ

とりが、地域の中で孤立することなく、安心して生活ができるよう、買い物やゴ

ミ出し等の日常生活支援を地域での助け合い活動として実施するための支援を

行います。 

 

④ ボランティア活動の推進 

■ ボランティアセンターの円滑な運営と整備 

地域福祉の拠点としての役割をもつボランティアセンターについて、市や関

係機関との連携強化を図りながら、市民のボランティア活動を円滑に進めるた

めの機能や災害等の発生に備えた体制の充実に努めます。 

■ ボランティアセンター活動の推進 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、みんなが参加しやすいボ

ランティア活動を推進するとともに、市民ボランティアに対する意識の向上を

図ります。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ 有償ボランティア活動の推進 

生活の中での困りごとを助け合える地域づくりとともに、気兼ねなくサービ

ス・支援を受けられることにつながることを目的に導入した有償ボランティア

の仕組み「ひおき助けあい隊おきがるサービス」について、市内全域での展開を

推進します。 

■ ボランティアに関する広報の実施 

市民がボランティア活動に取り組みやすい環境を作り出すため、ボランティ

アセンターの運営やボランティア講座を始め、ボランティア全般について社協

だより等を通じた広報を行います。 

■ ボランティア養成講座の開催【再掲】 

福祉の担い手を養成するため、ボランティア養成講座を定期的に開催します。 

■ おもちゃ病院の開院 

動かなくなったり、止まったりしたおもちゃを修理することで、子どもたちの

物を大切にする心や修理により再び動くことへの興味を育むことや、おもちゃ

の修理を通じた仲間づくりや子育て支援、ボランティア活動の促進を図ること

を目的におもちゃ病院を開院します。 

■ おもちゃドクター養成講座の開催支援【再掲】 

おもちゃ病院の運営体制を確保するため、おもちゃドクターの養成講座の開

催を支援します。 

■ ボランティア活動協力校の活動支援 

児童生徒の社会福祉への理解と関心を深めるとともに、児童生徒を通じて家

庭や地域社会における福祉意識を醸成するため、福祉教育カリキュラムの充実

と学校との連携強化を図りながら、市内の小・中・義務教育・高等学校のボラン

ティア活動を支援します。 

■ ボランティア活動協力校相互研修会の開催 

ボランティアに対する理解向上を図るため、ボランティア活動協力校に対し、

活動の在り方や活動事例等に関する研修会を開催します。 

■ サマーボランティアの実施【再掲】 

ボランティア活動について、体験・学習する機会を提供するため、市内の中学

生・高校生を対象に、保育所や特別養護老人ホーム等の福祉施設において、夏休

み期間中、サマーボランティアを実施します。 

■ 児童・生徒のふれあいボランティア活動事業 

次代を担う子どもたちの社会参加とボランティア活動を始めるきっかけづく

りや活動継続への定着の励みとするため、認定証の交付等を行います。 
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（２）市民同士の交流の促進 

取組主体 主な取組 

市民 ■ 地域での会合や交流の場などに積極的に参加します。 

市 

■ 地域の交流拠点の整備 

地区公民館や自治会公民館、空き家等の活用により、地域の交流拠点づくりに

対する支援や情報提供を行います。 

■ ふれあい・いきいきサロンの開催 

会食やレクリエーションを通して仲間づくりの輪を広げることで、高齢者な

どの閉じこもりや孤独感を解消し、地域でいきいきと元気に暮らせることを目

的とするサロンを小地域ごとに開催します。 

■ 筋ちゃん広場の実施 

住民がいつまでも住み慣れた地域で元気に暮らしていくことができるよう、

住民主体の介護予防事業である「筋ちゃん広場」を市内各地域において推進しま

す。 

■ 障がい者のスポーツ・レクリエーション・文化活動の推進 

障がい者の社会参加や生活を豊かにするとともに交流活動の推進を図りま

す。 

市社協 

■ 子育てサロンの運営支援 

地域を拠点に子育て家庭や地域住民が多様な活動を通じて理解を図りなが

ら、子育てを楽しみ、仲間づくりをしていく子育てサロンの活動を支援します。 

■ ふれあい・いきいきサロンの運営支援 

高齢者の生きがいや仲間づくりの場を提供するとともに、寝たきりや認知症

の予防につながるふれあい・いきいきサロンの運営について、遊具の貸出やボラ

ンティアのあっせんなど、必要に応じた支援を行います。 

■ ふれあい・いきいきサロン研修会の開催 

より効果的なサロン活動につなげるため、サロン活動の意義や魅力を共有す

るとともに、課題解決に向けて自由な意見を出し合うふれあい・いきいきサロン

研修会の開催について、日置市と連携しながら推進します。 
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基本目標３ 誰もが安全に安心して暮らすことができるまちづくり 

全ての人が住み慣れた地域で安全に安心して暮らし続けるためには、快適にそして、

安全に安心して生活できる環境が整備されていることが必要です。 

 各種調査結果においては、日置市が重点的に取り組むべき施策として、「移動手段の

確保」、「買い物・通院等の利便性」が挙げられており、生活環境の整備に対する市民

のニーズは高いものとなっています。 

 また、近年は自然災害が全国的に激甚化・頻発化していることなども踏まえ、防災

対策等の強化も求められています。 

 以上の状況を踏まえ、生活環境の整備や防災・防犯・事故防止、人権擁護等の推進

による、快適性や安心性が高く、「誰もが安全に安心して暮らすことができる“まち”

づくり」を推進します。 

 

（１）生活環境の整備の推進 

取組主体 主な取組 

市民 

■ 生活を支えるサービスについて、情報を積極的に入手し、必要に応じて利用し

ます。 

■ 外出時には、障がい者等が優先される駐車スペースや優先席等に関するルー

ルを守るなど、周りの人に配慮した行動に努めます。 

市 

① 快適な住まいの確保 

■ 高齢者・障がい者などに配慮した住居改善 

高齢者などが安心して自立した生活を営めるよう、公営住宅の建替や改修の

際には、高齢者や障がい者に配慮したバリアフリー化に努めます。 

■ シルバーハウジング事業 

自立はしているが日常生活に不安のある高齢者世帯が、安全かつ快適に生活

を営むことができるよう、バリアフリー化された公営住宅等と生活援助員によ

る生活指導や相談等の提供を併せて行います。 

■ サービス付き高齢者向け住宅の普及促進 

民間事業者等が設置・運営するサービス付き高齢者向け住宅について、利用相

談に応じるとともに、その普及を促進します。 

 

② 安全・安心な生活環境の整備 

■ ユニバーサルデザインの推進 

ユニバーサルデザインの考え方の普及・啓発に取り組みます。また、公共施設

の新設・改修の際、ユニバーサルデザインの考え方を尊重した整備を推進しま

す。 

■ 歩行空間の整備 

車道と歩道との段差解消、誘導用ブロックの整備など、誰でも安心して通行で

きる歩行空間の計画的な整備を推進します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 公園施設の充実と安全性の確保 

安心して子育てができる生活環境づくりのため、既存の公園の充実と安全性

の確保に係る整備に計画的に取り組みます。 

■ 高齢者・障がい者などに配慮した施設整備 

高齢者や障がい者などが地域で安心して快適な生活を送れるよう、生活や活

動の障壁となる段差などを取り除いた施設の計画的な整備を推進します。 

■ バスの低床化等の取組 

公共交通機関に対し、乗り降りのしやすい低床バスの導入を要望します。ま

た、公用車におけるステップ付き車両の導入を推進します。 

■ 障がいのある児童生徒に配慮した学校施設の整備 

障がいのある児童生徒が良好な環境で教育を受けられるよう、就学状況に応

じた学校設備の改善・充実を図ります。 

 

③ 移動手段の確保 

■ 生活交通路線の確保 

市内の地域間の移動が円滑に行えるよう、市民生活に不可欠なバス路線の維

持に努めるとともに、持続可能な公共交通のあり方を検討します。 

■ 地域内交通の構築 

日置市地域公共交通計画等に基づき、各地域の現状に合わせた乗合タクシー

の運行や新たな移動手段の導入を検討します。 

■ 福祉有償運送事業 

福祉有償運送事業は、移動に際し、他人の介助が必要な人などの移動手段を確

保するため、社会福祉法人等による福祉的位置づけを持つ有償運送を行う事業

です。利用者のニーズを踏まえたサービス提供に係る登録事業者への啓発を行

うとともに、民間が運行する福祉タクシーの普及を図ります。 

■ 福祉バス運行事業 

社会活動の促進を図るため、各種福祉団体の移動手段の確保を図る当事業に

ついて、本支所福祉バスの有効活用を図ることで、利用団体の活動促進を図りま

す。 

■ 地域内交通への機能追加の検討 

地域内交通について、旅客輸送としての機能以外の買い物代行や小貨物輸送、

見守り代行等の機能追加について検討を行います。 

 

  



55 

 

 

（２）防災・防犯・事故防止対策の充実 

取組主体 主な取組 

市民 

■ 地域の避難場所や防災・防犯・事故防止に関する情報の積極的な入手に努めま

す。 

■ 防災訓練や防災・防犯・事故防止等に関する講習会等に積極的に参加します。 

■ 近隣に災害時等の避難が難しい人がいる場合には、可能な限り支援ができる

よう、事前に本人や家族、地域の人などと話し合っておきます。 

市 

① 防災対策の推進 

■ 災害時要配慮者に対する支援の推進 

ひとり暮らし高齢者や障がい者などの要配慮者のうち、自力での避難が難し

い「避難行動要支援者」に対し、個別支援計画の作成や災害発生時の情報収集窓

口の一本化による支援指示体制の確立などの支援体制の構築を図ります。 

■ 要配慮（援護）者登録制度の充実 

関係機関との情報共有と定期的な情報更新を行いながら、日常生活における

要配慮（援護）者に対する支援体制を充実させるとともに、当制度の災害時避難

への活用を図ります。 

 

② 防犯対策の推進 

■ 子どもを犯罪などの被害から守るための活動の推進 

地域の自主防犯活動を推進するとともに、警察関係機関等と連携した防犯活

動の強化を図ります。また、子どもへの被害が発生した場合には、被害を受けた

子どもとその保護者に対するきめ細かな支援の提供に努めます。 

■ 新入学児童に対する防犯ブザーの配布 

児童に対する犯罪を未然に防止するため、小学校及び義務教育学校に入学す

る全ての児童に対し、防犯ブザーを配布します。 

■ 悪徳商法等に関する情報の発信 

悪徳商法等による被害を防止するため、ホームページや広報紙等において、事

例紹介や消費者トラブルにあわないための対策、被害にあった場合の解決方法

等に関する情報を発信します。 

■ 消費生活出張講座の実施 

悪質商法等による被害を防止するため、地域等からの要請に応じて出前講座

を実施します。 

■ 消費生活相談の実施 

日置市消費生活センターに専門の相談員を配置し、悪徳商法等の被害にあっ

た場合の対応や、被害にあわないための事前相談に対応します。 

■ 空き家対策の推進 

景観を損ねるだけでなく、防犯上のリスクとなる空き家問題の解決に向け、利

活用及び解体に向けた支援の提供などの対策を推進します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 再犯防止の推進 

再犯の防止等の推進に関する法律に基づき、犯罪をした人の再犯防止につい

て、多様化する社会において孤立することなく、地域社会を構成する一員となれ

るよう、関係機関が連携した取組を推進します。 

 

③ 交通安全対策の推進 

■ 交通安全の啓発の推進 

関係機関と協力し、保育所や学校などの依頼に応じて、自転車教室や映写会な

どの交通安全教室を実施するなど、様々な機会を通した交通安全の啓発を推進

します。 

■ 交通安全推進団体の育成・支援 

地域や家庭での交通安全教育の推進を図るため、交通安全指導員やＰＴＡな

どの交通安全推進団体の支援を行います。 

市社協 

① 防災対策の推進 

■ 福祉救援における体制づくり 

市の総合防災訓練に合わせ、非常食の炊き出しやボランティア受付、マッチン

グ等の訓練を実施し、災害時に即応できる体制づくりを進めます。また、行政や

消防、警察、日本赤十字社、福祉施設等の関係機関と連携を図りながら、災害時

における救援体制づくりに努めます。 

■ 災害支援研修会の開催【再掲】 

日常的に災害や災害時のボランティア活動について、関心を持ってもらうと

ともに、災害に備えて地域で何ができるのかを考える機会となる災害支援研修

会を開催します。 

 

（３）市民の人権を守るための取組の推進 

取組主体 主な取組 

市民 

■ 人権について正しく理解し、人を差別したり、人に暴力をふるったりしないよ

うにします。 

■ ＤＶや虐待等の被害にあっているような人が近くにいたら、専門機関に通報

します。 

市 

① 男女共同参画等の推進 

■ 固定的性別役割分担意識に基づく制度や慣行の見直しの推進 

「日置市男女共同参画基本計画・配偶者からの暴力の防止及び被害者支援計

画」に基づき、地域における男女共同参画に関する普及啓発や学習機会の提供、

推進を担う人材の育成と活用を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 男女の人権が尊重される意識づくり 

家庭、学校、職場、地域などあらゆる分野における暴力に焦点を当てた人権に

対する学習や広報に取り組むことで、暴力を容認しない意識の醸成を図ります。

また、家庭内暴力や虐待の被害者等に対する相談支援体制を確保します。 

■ 性的少数者（ＬＧＢＴ）への理解の促進と支援 

市民の性的少数者（ＬＧＢＴ）への理解促進を図るため、広報や講座の開催等

を通じた周知啓発に努めます。また、相談支援体制の充実やパートナーシップ制

度の導入等の性的少数者（ＬＧＢＴ）に対する支援の充実を図ります。 

 

② ＤＶ防止の取組の推進 

■ 暴力を許さない人権教育・啓発の推進 

「日置市男女共同参画基本計画・配偶者からの暴力の防止及び被害者支援計

画」に基づき、学校や家庭、地域、職域における人権に関する広報・啓発や、配

偶者等からの暴力に対する正しい理解を地域に広げるための活動等について、

学校や地域、関係機関等と連携しながら取り組みます。 

■ ＤＶ被害等に対する相談体制の確立・強化 

地域振興局や児童相談所、県女性相談センター、警察等と連携を図りながら、

日置市配偶者暴力相談支援センター機能の充実及び市民に対する啓発、県が作

成した「支援者のための相談支援マニュアル」の関係機関への周知等により、相

談・保護体制の確立・強化を図ることで、地域等における未然防止・早期発見の

仕組みを構築します。 

■ ＤＶ被害等による被害者の保護・安全確保 

被害者が住み慣れた地域で引き続き暮らせるよう、身近な地域で見守り支援

が行うことができる環境づくりを推進します。また、支援関係機関と連携・協力

し、必要に応じて被害者の安全の確保、適切な保護を行います。 

 

③ 児童虐待対策の推進 

■ 児童虐待に係る広報の実施 

児童虐待の未然防止、早期発見につなげるため、虐待は人権侵害であることや

通報に関する広報・啓発活動を行います。 

■ 緊急一時保護体制の整備 

虐待などを受けている疑いのある児童やその家庭などの状況を早期に把握

し、児童相談所に通告を行うとともに、必要に応じて支援に資する事業を活用し

ながら適切な対応に努めます。 

■ 要保護児童対策地域協議会の活用 

児童虐待が発見された際に、要保護児童対策地域協議会において協議を行い、

虐待した者や虐待を受けた児童に対し、それぞれのケースに応じた適切な指導・

支援が行えるよう努めます。 
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取組主体 主な取組 

市 

④ 高齢者虐待対策の推進 

■ 高齢者虐待予防の推進 

虐待予防や早期発見、早期通報につなげるため、高齢者やその家族、民生委員・

児童委員、医療機関、福祉サービス提供事業者などを対象に、研修の実施、パン

フレットの配布など、あらゆる機会を捉えた広報・啓発を行うことで、地域全体

で虐待予防、早期発見・早期対応についての意識の向上を図ります。また、地区

公民館等が取り組む見守り活動等との連携を推進します。 

■ 地域包括支援センターによる虐待防止相談窓口の整備 

地域包括支援センターにおいて、高齢者虐待の早期発見・早期対応を行う相談

窓口を設置し円滑な運営を図るとともに、地域の介護サービス事業所、各専門機

関等との連携による支援体制の強化に努めます。 

 

⑤ 障がい者虐待対策の推進 

■ 障がい者に対する虐待防止に関する普及啓発の推進 

障がい者に対する理解と虐待防止に係る広報を広報紙や市ホームページで展

開します。また、パンフレットの作成・配布や障がい者福祉大会等における啓発

活動を行います。 

■ 自立支援協議会専門部会の設置 

障がい者団体や学校、警察、消防、司法関係者、民生委員・児童委員、相談支

援事業所、保健所で構成された自立支援協議会権利擁護部会を設置します。虐待

の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援に資するための関係機

関などの協力体制や支援体制に関する協議等を行うことで、虐待に対する相談

支援体制の強化を図ります。 
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基本目標４ 必要な支援を受けることができる仕組みづくり 

福祉サービスのニーズ量の増減、複雑化・複合化した問題や既存の制度では対応で

きない問題を抱える人の増加がみられる中、包括的な支援体制を構築することが求め

られています。 

 また、支援の提供を必要とする人が、適切な支援を確実に受けることができるよう、

速やかに適切な支援につながることができる体制の構築も求められています。 

 さらに、少子高齢化の進行や、各種調査結果において老後や健康、経済面等に対す

る悩みや不安を抱えている市民が多くなっている状況なども踏まえ、児童福祉や高齢

者福祉、健康増進、生活困窮者支援等における諸課題に重点的に取り組む必要がある

と考えられます。 

 以上の状況を踏まえ、各種サービス・支援の提供体制の確保、関係機関同士の連携

体制の強化等による包括的な支援体制の構築、支援を要する人が必要な支援につなが

ることができる体制の確保による「必要な支援を受けることができる“仕組み”づく

り」を推進します。 

 

日置市における包括的支援体制イメージ 

ご近所       民生委員・児童委員 

     地域における 

見守り活動等 

     

          

自治会・町内会等       ボランティア・ＮＰＯ等 

              

   生活困窮や８０５０問題、ヤングケアラー等 

複合的な課題を抱える住民 

   

連動   連動 

              

  福祉課   日置市社会福祉協議会   

              

こども未来課  

行政等による 

横断的・専門的支援 

 地域包括支援センター 

          

健康保険課   障がい者等基幹相談支援センター 

          

介護保険課   子育て世代包括支援センター 

              

  その他関係課   その他支援機関   
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（１）包括的な相談支援体制の確保 

取組主体 主な取組 

市民 
■ 困りごとがあったらいつでも相談できるよう、住んでいる地域の民生委員・児

童委員や、行政や民間が開設している相談窓口の情報を積極的に入手します。 

市 

① 包括的な相談支援体制の充実 

■ 包括的支援体制の整備 

相談支援・参加支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実施する「重層的支

援体制整備事業」の実施を検討するなど、複雑化・複合化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制の整備を推進します。 

■ 各種相談員の連携体制の強化 

個々の事例について重層的な対応・支援を行うことができるよう、各種相談員

間の連携体制の強化を図ります。 

 

② 児童分野における相談支援体制の充実 

■ 子育てに係る包括的な相談支援体制の構築 

妊娠期から子育て期まで安心して子育てを行うことができるよう、日置市子

ども支援センター、子育て世代包括支援センター及び地域子育て支援センター

において、子育てに係る相談に対応します。 

■ 日置市子ども支援センターの充実 

教育、保健、福祉の部署が連携して「日置市子ども支援センター」の充実を図

り、教育相談員、家庭相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カー（ＳＳＷ）等による相談活動、研修会等の開催、関係機関同士の連携強化等

の子育て支援のための取組を推進します。 

■ 子育て世代包括支援センター事業 

妊娠、出産、子育てを切れ目なく支援するための市の包括的な窓口として設置

された「子育て世代包括支援センター」において、母子保健から子育て支援まで

の相談や助言、サービス提供の一元化を図ります。 

■ 地域子育て支援センターの充実 

子育てに関する相談・指導などの事業を展開するため地域ごとに設置した子

育て支援センターについて、機能の充実を図るとともに、子育て世帯に対する周

知徹底による利用促進を図ります。 

■ 育児・児童相談体制の充実 

育児、子どもや保護者の不安に対応するため、日置市子ども支援センターを中

心に、育児相談・児童相談の体制を一層充実させるとともに、子育て支援のため

の関係機関・団体・ＮＰＯ・サークル等との連携による支援体制の充実を図りま

す。 

■ 家庭児童相談室事業 

家庭児童相談室事業は、家庭における適正な児童養育、その他家庭児童福祉の

向上を図るため、日置市子ども支援センターを拠点に、児童・保護者を対象とし

た相談支援を行う事業です。関係機関との連携強化を図りながら継続して実施

します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 妊産婦や新生児、産後うつ等に係る訪問活動の実施 

母子保健推進員や助産師、保健師、保健所などと連携し、妊産婦や新生児、産

後うつ等に係る訪問活動を行い、発達・生活環境・疾病などについて相談に応じ

るとともに、必要に応じた助言・指導・育児支援等を行います。 

■ 思春期相談体制の充実 

学校における指導や、日置市子ども支援センター及び教育相談員による支援

等を通して、学童期・思春期における心の問題について相談ができる体制の充実

を図るとともに、関係機関が連携して学童期や思春期における心の問題に対応

します。 

■ 女性センターの充実 

子育て中の親等が気軽に相談し合い、語り合う拠点として整備した「日置市女

性センター銀天街」について、機能の充実とともに、市民の利用促進を図ります。 

 

③ 高齢者福祉分野における相談支援体制の充実 

■ 地域包括支援センターの運営 

高齢者などに対する総合相談や介護予防ケアマネジメントなどの地域包括ケ

アの中核機関として地域包括支援センターを運営します。 

■ 在宅介護支援センターの運営 

地域の身近な高齢者相談窓口として「在宅介護支援センター」を設置し、地域

包括支援センターと連携しながら、相談対応の充実を図ります。 

 

④ 障がい者福祉分野における相談支援体制の充実 

■ 発育発達相談体制の確立 

発育・発達の気になる子どもの相談について、日置市子ども支援センターを中

心に対応し、療育機関や県こども総合療育センター、教育委員会などと連携しな

がら、子どもやその保護者への支援を行います。また、臨床心理士などによる小・

中・義務教育学校への巡回訪問の実施などのライフステージに応じた支援体制

の構築を図ります。 

■ 障がい者等基幹相談支援センター事業 

障がい者に関する中核的相談機関として設置している「日置市障がい者等基

幹相談支援センター」において、民間の相談支援事業所では対応困難な事例を中

心に、障がい者やその家族などの総合的および専門的な相談支援を実施します。 
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取組主体 主な取組 

市 

⑤ その他福祉分野における相談支援体制の充実 

■ 自立相談支援事業 

自立相談支援事業は、生活困窮者等の相談に対応するとともに、生活困窮者が

抱える課題を把握した上で、一人ひとりに合わせた支援計画を作成し、関係機関

のネットワークやアウトリーチによって、自立に向けた支援を包括的に行う事

業です。生活困窮者自立支援事業の周知を図りながら、多様な連携による支援を

推進します。 

■ 家計相談支援の実施 

自立相談支援員が、司法書士等との連携のもと、負債を抱える生活困窮者等の

債務整理を支援するとともに、家計収支等に関する課題の評価・分析と相談者の

状況に応じた支援計画の策定により、相談者が納得できる解決方法を自己決定

できるよう支援します。 

市社協 

■ 心配ごと相談所の開設 

心配ごと相談所を開設し、市民の日常生活における心配ごとや悩みごとにつ

いて相談に応じ、適切な助言を行います。 

■ 無料法律相談所の開設 

鹿児島県弁護士会所属の弁護士有志が結成した「ひまわりの会」の支援を得

て、無料法律相談所を開設し、市民の悩み、困りごと等の解決を図ります。 

 

（２）福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

取組主体 主な取組 

市民 
■ 自分や家族が福祉サービス等を利用するときには、それぞれのサービスの目

的や内容を理解し、適切な利用を心がけます。 

市 

① 必要なサービスや支援を受けることができる体制の確保 

■ 拠点施設の整備 

福祉サービスの提供やボランティア活動の支援のため、介護予防拠点施設や

保健センター、老人福祉センター等を総合的な拠点施設として位置付け、関係機

関や他の福祉分野との連携を図りながら、施設機能の充実を図ります。 

■ 中核機関を中心とした福祉提供体制の構築 

児童福祉における「子育て世代包括支援センター」、高齢者福祉における「地

域包括支援センター」、障がい者福祉における「障がい者等基幹相談支援センタ

ー」など、各福祉分野において中核的な機関を設置し、相互の連携を図りながら

各機関の機能強化を図り、中核機関を中心とした福祉提供体制を構築します。 

■ 新たなサービスの構築 

市民のニーズを踏まえた、よりきめ細かな福祉サービスの提供を目指し、児童

福祉・高齢者福祉・障がい者福祉などの各分野において、新たなサービスの検討

を含めた福祉体制の整備を推進します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 民間福祉サービス機関の参入促進・支援 

福祉サービスの提供体制の充実を図るため、関係団体や施設等と連携を図り

ながら、必要に応じた情報提供・支援に取り組むことで、新たなサービス参入の

促進を図ります。 

■ 事業所における防災及び感染症対策の促進 

災害や感染症まん延により、福祉サービスの提供が滞ることのないよう、防災

対策や感染症対策に係る国・県による支援制度等の周知を図りながら、事業継続

計画（ＢＣＰ）の策定や防災訓練の実施など、防災や感染症対策の促進を図りま

す。 

■ 障がい者支援と高齢者支援の調整 

障がいを持つ高齢者に対し、利用者の意向も踏まえたサービスが適切に提供

されるよう、障がい福祉サービス及び介護保険サービス等の利用に係る円滑な

調整に努めます。 

■ 要配慮（援護）者登録制度の充実【再掲】 

関係機関との情報共有と定期的な情報更新を行いながら、日常生活における

要配慮（援護）者に対する支援体制を充実させるとともに、当制度の災害時避難

への活用を図ります。 

■ 地域福祉権利擁護事業 

地域福祉権利擁護事業は、高齢者や障がい者が地域で安心して生活が送れる

よう、福祉サービスの利用手続や日常生活に必要な金銭管理の援助などを行う

事業です。制度の周知等による利用促進を図ります。 

■ 成年後見制度利用支援事業 

高齢者や障がい者の成年後見制度利用にあたり、身寄りがないなど親族によ

る支援が期待できず、費用負担もできない方について、市長が法定後見制度の申

立て等を行い、後見人等の報酬を負担し支援します。 

■ 福祉サービスの苦情相談事業 

福祉サービスに関する利用者などからの苦情を適切に解決するため、相談・調

査・あっせん等を行います。 

 

② 児童福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 健やかで丈夫な子どもを産むための支援の提供 

母子健康手帳の交付、妊婦教室、妊産婦・新生児訪問指導、妊婦健康診査の推

進等による出産・育児に係る支援体制を整備するとともに、「ひおきっこすくす

く子育てガイド」等を活用してこれらの情報を発信し、各種事業の利用促進を図

ります。 

■ 親子教室（発達フォロー教室）の開催 

親子教室（発達フォロー教室）は、健康診査や訪問指導の結果等も踏まえ、育

児支援などが必要な親子に対して、親子遊びを通じた発育・発達支援を行うもの

です。保育士や保健師、助産師、臨床心理士等の専門職、療育機関・保育所等の

参画による内容の充実を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 保育サービスの充実 

日置市子ども・子育て支援事業計画に基づき、生活環境や保護者の就労形態な

どによって変化する多様な保育ニーズに柔軟に対応した「子どものしあわせ」を

第一に考えた保育サービスの提供体制の確保に努めます。 

■ 子育て短期支援事業 

子育て短期支援事業は、保護者が社会的な事由等により、家庭での養育が一時

的に困難になった家庭の児童、または保護を要する保護者と児童が緊急一時的

に入所する事業です。事業を行う乳児院、児童養護施設、母子生活支援施設等の

確保を図ります。 

■ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）は、保護者が労働などにより昼

間家庭にいない小学生に対して、放課後、施設を利用して適切な遊びや生活の場

を与えることで児童の健全育成を図る事業です。社会福祉法人のほか、コミュニ

ティ組織やＮＰＯ団体等と連携して実施します。 

 

③ 高齢者福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 高齢者福祉の推進 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、関係機関と連携しな

がら、生活指導型ショートステイ、「食」の自立支援、在宅福祉アドバイザー活

動促進事業、ふれあい・いきいきサロン、緊急通報体制整備事業、はり・きゅう

施術費の助成、高齢者介護手当の支給等の事業を推進していくとともに、必要に

応じたサービスの利用促進を図ります。 

■ 認知症予防及び認知症の人、その家族への支援の推進 

認知症の予防及び認知症の人、その家族が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けることができるよう、各種教室や講演会を開催するとともに、認知症サポー

ターの養成や認知症ケアパスの普及、認知症カフェの推進、見守りネットワーク

体制の整備等に取り組みます。 

■ 家族介護者への支援 

介護が必要な高齢者や障がい者などが住み慣れた地域で安心して生活できる

よう、公的サービス等における支援を行うとともに、介護家族に対する家族介護

教室や交流会などを開催することで、家族の身体的・精神的負担の軽減につなげ

ます。 

 

④ 障がい者福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 障がい者福祉の推進 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳保持者等に対し、障がい

者等基幹相談支援センター等の関係機関・団体と連携しながら、医学的・経済的・

社会的な支援を行います。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 障がい者のコミュニケーションを支える地域人材の育成【再掲】 

障がい者のコミュニケーションを支える、手話・点訳奉仕員、朗読奉仕員を養

成するための講習会を開催します。 

■ 障がい者の生涯学習の充実 

障がい者が生涯を通じて、健やかで生きがいのある生活が送れるよう、合理的

配慮に基づく施設の改修等の教育・文化環境の整備を推進するなど、学習活動を

支援します。 

 

⑤ 健康増進分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 各種健康づくり事業 

健康手帳の交付や健康教育、健康相談、訪問事業、肝炎ウィルス検診、各種が

ん検診、腹部超音波検診、骨粗鬆症検診、歯周疾患健診、栄養教室、運動教室等

の各種事業について、利用促進を図りながら実施します。 

■ 各種健康教室の充実 

乳児から高齢者まで、各年代に応じた健康づくりについて、市民自らが向き合

うことができるよう、保健師などによる各種健康教室の充実を図ります。 

■ 特定健康診査・長寿健診・特定保健指導の推進 

40 歳以上 75 歳未満の国保の加入者を対象に実施している特定健康診査、75 歳

以上を対象とする長寿健診、特定保健指導について、市民の健康意識を高め、生

活習慣病予防・改善等につながる重要な機会となることから、市民が健診を受診

しやすい体制の構築などの未受診者対策に取り組みます。 

■ 食育の推進 

日置市食育推進計画に基づき、市民一人ひとりが食育に関心を持ち、その内容

を理解し、自らが「食育」の実践を心がけるよう、行政及び地域がそれぞれの機

能を生かしながら情報提供・啓発活動を行います。 

 

⑥ 生活困窮者等に対する各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ ひとり親家庭や高齢者、障がい者等が自立して暮らせる環境づくり 

ひとり親家庭や高齢者、障がい者等の経済的困窮や地域からの孤立の防止や

生活の自立に向け、地域や関係機関と連携しながら、必要に応じた生活支援を行

うとともに、就業促進等の自立に向けた支援を行います。 

■ ひとり親家庭などの自立支援 

ひとり親家庭などの自立を支援するため、子育て・生活・就業への支援など、

きめ細かな福祉サービスの総合的な展開を図ります。また、早期に支援につなが

ることができるよう、各種支援制度の周知に努めます。 

■ 各種手当・助成費の支給 

国・県の制度の趣旨を踏まえ、各種手当の支給や助成を実施します。また、支

援を必要とする人が適切な支援を受けることができるよう、これらの制度につ

いて周知強化を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 住居確保給付金の支給 

住居確保給付金は、離職により住宅を失った、又はそのおそれが高い生活困窮

者であるとともに、所得等が一定水準以下の市民に対して、有期で支給されるも

のです。制度周知を図りながら実施するとともに、支給要件に該当しない場合に

は、生活保護制度等による支援につなぎます。 

■ 就労準備支援事業 

就労準備支援事業は、一般就労への移行が困難な生活困窮者等に対して、一般

就労に従事する準備としての基礎能力の形成について、計画的かつ一貫して支

援する事業です。事業所での就労体験の場の提供や一般雇用への就職活動に向

けた技法及び知識の習得等の支援を個々のニーズに合わせて行います。 

■ 就労訓練事業（中間的就労）の推進 

就労準備支援事業に１年程度参加しても一般就労に至らなかった生活困窮者

等が引き続き社会に参加し、就労訓練を受けることができるよう、県の認定を受

けて就労訓練（中間的就労）の場を提供する事業者の周知を図るとともに、新た

な事業者の開拓を推進します。 

■ 適正な生活保護制度の運用 

生活保護制度は、生活に困っている全ての人に対し、その困窮の程度に応じて

最低限度の生活を保障し、自分の力、または他の方法で生活できるよう支援する

制度です。生活保護法に基づき、適正に執行しつつ、対象者の自立を支援します。 

■ 学習支援の充実 

福祉と教育の関係部署が連携するとともに、ボランティアの大学生等の協力

を得て、生活保護受給世帯等の中学生等に対し行っている学習支援について、支

援対象者の範囲の拡大等の取組の拡充を図りながら推進します。 

 

⑦ 必要な医療サービスを受けることができる体制の確保 

■ 休日や夜間等における医療提供体制の確保 

日置市医師会と連携し、在宅当番医制事業や共同利用型病院運営事業を活用

しながら、休日や夜間等における医療提供体制の充実を図ります。 

■ 救急医療体制の確保 

鹿児島保健医療圏地域医療連携計画と連携しながら、初期、第二次、第三次の

救急医療体制により、救急患者に対する医療体制の確保・充実を図ります。 

■ 妊産婦・乳幼児健診などの充実 

妊産婦・乳幼児健診等について、受診しやすい体制づくりを推進するととも

に、「子育て応援アプリ」等を活用しながら受診促進を図ります。 

■ 医療費の助成 

子ども医療費助成、重度心身障害者医療費助成及びひとり親家庭等医療費助

成等を行います。 
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取組主体 主な取組 

市 

⑧ その他福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ うつ予防活動の推進 

うつの予防・改善を促進するため、心の健康に関する講話等において情報提供

を行うとともに、地域人材の育成及び地域との連携を図りながら、相談・訪問支

援活動を推進します。 

■ 孤立化などの防止に向けた取組の推進 

社会環境が変化する中、民生委員・児童委員や在宅福祉アドバイザー、保健推

進員等との情報交換・連携を密にするとともに、関係機関や地域住民等が構成す

る地域ケア会議において、課題を明確にしながら、孤立化などが心配される住民

に対する孤立化などの防止に向けた取組を推進します。 

■ ニート支援・ひきこもり対策の推進 

関係機関と連携しながら対象者把握に努めるとともに、就労に向けた相談支

援により自立の促進を図るための体制構築を図ります。 

■ ホームレス支援対策の推進 

地域や関係機関等と連携・情報共有を図りながら、生活困窮者自立支援事業や

生活保護制度等を活用した相談・援助を行います。 

■ 自殺対策に向けた体制整備 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し策定した「日置市い

のち支える自殺対策推進計画」に基づき、全ての人がかけがえのない個人として

尊重され、生きがいや希望を持って暮らすことができるようまちづくりを推進

します。 

市社協 

① 必要なサービスや支援を受けることができる体制の確保 

■ 福祉サービス利用支援事業 

福祉サービス利用支援事業は、自らの判断能力に不安のある高齢者や障がい

者のうち、福祉サービスの利用手続きや日常生活の金銭の支払い等に困ってい

る方を対象に、専門員や支援員が医療費・公共料金・税金等の支払い、預貯金の

出し入れなどを行う事業です。対象者の生活の自立を支援するため、相談支援や

成年後見制度への移行支援の充実を図りながら推進します。 

■ 成年後見制度による支援 

認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力の不十分な方々に対し

て、不動産・預貯金管理、入院・入所・生活費等の支払いなどについて、本人の

意思を尊重しながら保護や支援を行います。 

■ 相談・苦情解決体制の充実 

当協議会が提供する福祉サービスについて、利用者からの相談あるいは苦情

を解決するための体制を充実させ、相談や苦情の円滑・円満な解決を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ 有償ボランティア活動の推進【再掲】 

生活の中での困りごとを助け合える地域づくりとともに、気兼ねなくサービ

ス・支援を受けられることにつながることを目的に導入した有償ボランティア

の仕組み「ひおき助けあい隊おきがるサービス」について、市内全域での展開を

推進します。 

■ 共同募金助成金事業・歳末たすけあい助成金事業 

高齢者や障がい者に対する福祉の充実や、地域福祉活動の啓発・推進のため、

老人福祉活動事業、障がい児・者福祉活動事業、児童・青少年福祉活動事業、母

子・父子福祉活動事業、福祉育成・援助活動事業、ボランティア活動育成事業等

に助成するなどの有効活用を図ります。 

■ 指定管理施設の適正管理 

指定管理施設について、日置市との指定管理契約に基づき適正な管理に努め

るとともに、民間の視点から市民の利便性の向上や市民に喜ばれる福祉サービ

スの充実に努めます。 

■ 職員の適正配置 

本所・支所間の役割の明確化や福祉サービス充実の観点から、事務量の適正把

握に努め、法人運営に必要な職員の確保や経費及び効果を勘案しながら職員の

適正配置に努めます。 

■ 職員研修体制の充実【再掲】 

組織の活性化や福祉サービスの向上、職員の意識改革やスキルアップのため、

自主研修、職場研修、派遣研修、資格取得研修等の職員研修体制の充実を図りま

す。 

■ 理事会・評議員会組織の充実 

地域福祉を推進し、誰もが安心して暮らせる福祉のまちづくりを実現するた

め、また、様々な地域課題等に適切に対応できる組織となるべく検証を行うた

め、理事会・評議員会組織の充実を図ります。 

■ 経営基盤の強化促進 

日置市の地域福祉の一翼を担う団体として、継続的に活動していくため、市民

等の支援者の理解を得るとともに、入浴事業等による安定的な収入の確保等を

図りながら、財政基盤の強化促進を図ります。また、本所・支所機能、職員体制

の在り方、各種事業の進め方や効率的な運営についての検討・検証・見直しによ

り、経営の合理化を図ります。 

 

② 児童福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 子育てサロンの運営支援【再掲】 

地域を拠点に子育て家庭や地域住民が多様な活動を通じて理解を図りなが

ら、子育てを楽しみ、仲間づくりをしていく子育てサロンの活動を支援します。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

③ 高齢者福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 高齢者給食委託事業 

高齢者等に計画的な配食サービスを提供することにより、食生活の改善と健

康増進を図るとともに、高齢者等の在宅での自立した生活の支援や地域との交

流、安否の確認などにつなげます。 

■ 通所介護（デイサービス）事業 

通所介護（デイサービス）事業は、利用者が可能な限り在宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を送ることができるよう、自宅にこもりきり

の利用者の社会的孤立感の解消や心身機能の維持、家族の介護軽減などを図る

事業です。利用者が減少している現状を踏まえ、広報活動やＡＤＬの維持及びＱ

ＯＬの向上への取組等の強化を図りながら実施します。 

■ 通所介護事業、入浴事業の効率的運営 

通所介護事業（デイサービス）、入浴事業（日吉老人福祉センター）について、

職員の研修受講等によるサービスの質の向上や、ホームページ・社協だより等を

活用した広報活動を推進しながら、効率的運営に努めます。 

■ 生活支援体制整備事業【再掲】 

生活支援体制整備事業は、地域住民による互助を中心とした高齢者に対する

生活支援サービス等を地域で推進するため、コーディネーターの配置や協議体

の設置を行う事業です。各地域の課題を整理し、地域住民のニーズに応じた生活

支援サービス等の展開支援に努めます。 

 

④ 障がい者福祉分野における各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ 手話奉仕員養成講座の開催【再掲】 

聴覚障がい者のコミュニケーションを支援するため、手話奉仕員養成講座を

開催します。 

 

⑤ 生活困窮者等に対する各種サービス・支援の提供体制の確保 

■ フードバンク事業 

生活困窮者等に対する食の支援を行うため、生活困窮世帯等に対するフード

バンク事業を実施します。 

■ 生活福祉資金の貸付 

低所得・障がい者・高齢者世帯単位で状況に応じた資金、例えば、就労に必要

な技術取得のための資金、高校、大学等への就学、住宅改修に必要な資金等を低

利または無利子で貸し付ける制度である「生活福祉資金貸付制度」による支援に

ついて、鹿児島県社会福祉協議会や行政が窓口となっている生活困窮者自立支

援制度と連携しながら行います。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ たすけあい資金貸付事業 

たすけあい資金貸付事業は、緊急に生活資金を必要とする市民に対し、資金の

貸し付けを行うことにより生活の安定を図る事業です。生活困窮世帯の状況把

握に努めるとともに、必要に応じて行政の生活再建相談員等につなぐなどの世

帯の生活再建に向けた支援も行いながら実施します。 

■ 生活困窮世帯等の子どもの修学支援 

生活困窮世帯、母子・父子世帯、生活保護受給世帯等の児童生徒の修学を支援

するため、市民から不用になった学用品を募集し、対象世帯の子どもたちの修学

に活用するリユース事業について、関係機関との連携や広報周知の強化を図り

ながら推進します。 

■ かごしまおもいやりネットワーク事業への参画 

鹿児島県社会福祉法人経営者協議会が実施し、県内の社会福祉法人や県・市町

村社会福祉協議会、民生委員・児童委員等が連携・協働し、地域のニーズをキャ

ッチしながら、福祉的課題や生活課題を抱える地域住民等を対象に相談支援等

を行う「かごしまおもいやりネットワーク事業」に参画し、市内外の社会福祉法

人等と連携しながら、制度のはざまにいる生活困窮者等に対する支援を行いま

す。 

 

（３）関係機関同士の連携体制の強化 

取組主体 主な取組 

市民 
■ 近隣に困りごとを抱えている人がいたら、相談に応じたり、必要に応じて相談

機関につなぎます。 

市 

① 庁内外の関係部署・機関との連携の強化 

■ 庁内連携会議の開催 

担当課だけでなく、庁内全体で課題を共有し解決につなげるための場として、

「オールひおきで市民の暮らしを考える庁内連携検討会」を開催し、課題解決に

向けた全庁的な取組を推進します。 

■ 子育て支援に係る関係部署の連携 

子育てに対する課題について、教育・保健・福祉の各部署が連携することによ

り、効率的かつ効果的に解決していく取組を推進します。 

■ 日置市社会福祉協議会との連携 

地域福祉推進における中核機関となる日置市社会福祉協議会と連携・情報共

有を図りながら、地域福祉の推進に努めるとともに、組織運営に対する支援を行

います。 

■ ボランティアやＮＰＯ法人等の活動支援 

行政だけではカバーできない部分の福祉サービスを提供するボランティア・

ＮＰＯ法人の役割は大きいことを踏まえ、活動支援を行うとともに、サービスの

委託など連携した取組を推進します。 
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取組主体 主な取組 

市 

■ 医療機関等との連携による育児支援体制の強化 

若年妊婦や育児不安の強い保護者などに対し、保健所や医療機関等との連携

体制を強化し、地域での育児を多方面から支援する体制を構築します。また、未

熟児養育医療に係る助成の実施等により育児不安の軽減を図ります。 

 

② 福祉に関するネットワークづくりの推進 

■ 市民の協力による情報ネットワークづくり 

個人情報の保護に配慮しながら、支援を必要としている人や手助けをしたい

人などの情報を共有できるネットワークの構築を推進します。 

■ 要配慮（援護）者支援のための連絡会議等の開催 

地域包括支援センター等の専門機関と民生委員・児童委員、近隣住民や協力者

との日常的な関係を推進するため、連絡協議会を開催し連携強化を図ります。 

■ 子育て支援のネットワークづくり 

地域との情報共有体制や関係機関との連携体制の強化により、子育て支援や

虐待防止のネットワークの機能強化を図ります。 

■ ひとり暮らし高齢者等を支える地域ネットワークの充実 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の地域生活を支えるため、地域の特

性に応じて、様々な角度からの見守りや必要とするサービスの情報提供を行う

ことができる地域ネットワークの充実を図ります。 

■ 日置市自立支援協議会の設置 

障がい者福祉に関する関係機関・団体、障がい者等で構成された「日置市自立

支援協議会」を設置します。地域における支援体制に関する課題の情報を共有す

るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行った上で、障がい

者に関する課題の解決に取り組みます。 

■ 虐待等対策ネットワークシステムの機能強化 

虐待、ひきこもり、ＤＶ等の課題に対し、保健・医療・福祉等の関係課・機関

の連携による総合的な対策の強化を図ります。 

■ 要保護児童対策地域協議会の機能強化 

要保護児童対策地域協議会は、地域住民やボランティア団体などの幅広い参

加により、予防から自立支援に至るまで実効性のある取組について協議を行う

組織です。単なる情報連絡の場にとどまらず、個々のケースの解決につながる取

組が行える場となるよう機能強化を図ります。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ 他の社会福祉法人等とのネットワークづくり 

制度のはざまにいる生活困窮者等に対する支援を行う「かごしまおもいやり

ネットワーク事業」に参画している社会福祉法人など、市内の他の社会福祉法人

等と連携し、福祉課題の解決に向けた取組を推進します。 

 

（４）必要な支援に適切につながることができる体制の確保 

取組主体 主な取組 

市民 

■ いざという時に、自分や家族、周りの人が必要な支援を受けることができるよ

う、行政等が発信する福祉サービスや支援に関する情報の積極的な入手に努

めます。 

■ 近隣に困りごとを抱えている人がいたら、相談に応じたり、必要に応じて相談

機関につなぎます。【再掲】 

市 

■ 様々な媒体による情報の提供 

子育て支援、高齢者支援、障がい者支援等の情報について、対象者に応じた媒

体（広報紙や行政無線、ホームページ等）により発信します。 

■ 障がいや外国人に配慮した情報発信 

市ホームページについて、文字サイズの拡大や音声読み上げ、外国語変換に対

応します。また、広報紙について、視覚障がい者が地域生活における必要性の高

い情報を確実に入手できるよう、点訳版・音声訳版の作成を行います。 

■ 日置市外国人生活ガイドブックの作成 

外国人人口が増加傾向にあることを踏まえ、日常生活の中で必要と思われる

生活情報について多言語対応で取りまとめた「日置市外国人生活ガイドブック」

を作成し、転入時等における周知に努めます。 

■ 各種相談制度の周知 

様々な機会において、各種相談制度の周知に取り組むことで、各種相談窓口の

効果的な活用を図ります。 

■ 民生委員・児童委員活動の広報強化【再掲】 

必要に応じて、民生委員・児童委員への相談を行うことができるよう、また、

相談・支援活動が円滑に進むよう、広報紙や市ホームページ等における活動内容

の広報・ＰＲを強化し、市民に対する民生委員・児童委員活動の浸透を図ります。 

■ 保健福祉に関する最新情報の発信 

市のホームページにおいて、保健・福祉・介護・医療等に関する市の施策等に

係る最新情報の発信を行います。 

■ 介護予防把握事業 

何らかの支援を要する高齢者を把握し、介護予防活動やその他必要な支援に

つなげます。 
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取組主体 主な取組 

市社協 

■ ホームページの運営 

当協議会が行う社会福祉事業等の発信を行うホームページについて、知りた

い情報へのアクセスを容易とするための改善を行いながら情報発信を行い、必

要な情報が市民に広く周知されるよう努めます。 

■ 社協だよりの定期的な発行 

当協議会が行う社会福祉事業を始め、法人運営に関する事業などについて市

民の理解を深めるための広報を行う「社協だより」を定期的に発行します。 
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第５章 日置市成年後見制度利用促進基本計画 
 

 

１ 計画策定にあたって 

（１）成年後見制度とは 

認知症や知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力の不十分な方は、不動産や

預貯金などの財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施

設への入所に関する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、

自分でこれらのことをするのが難しい場合があります。 

 また、自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしまい、悪

質商法の被害にあうおそれもあります。 

 このような判断能力の不十分な方々を保護し、支援するのが成年後見制度です。 

 成年後見制度には、大きく分けると、法定後見制度と任意後見制度の２つの制度が

あります。 

 法定後見制度では、家庭裁判所が個々の事案に応じて成年後見人等（成年後見人・

保佐人・補助人）を選任し、その権限も基本的に法律で定められているのに対し、任

意後見制度では、本人が任意後見人となる人やその権限を自分で決めることができる

といった違いがあります。 

 

法定後見制度と任意後見制度の概要 

法定後見制度 任意後見制度 

本人の判断能力が不十分になった後に、家庭

裁判所によって選任された成年後見人等が

本人を法律的に支援する制度で、本人の判断

能力の程度に応じた「補助」「保佐」「後見」

の３つの制度がある 

本人が十分な判断能力を有する時に、あらか

じめ任意後見人や、任意後見人に委任する事

務の内容を定めた契約を締結し、本人の判断

能力が不十分になった後に、任意後見人が本

人に代わって契約に基づく事務を行う制度 

 

法定後見制度における支援の内容 

 対象となる人 受けられる支援の範囲 

補助 
重要な手続・契約の中で、一人で決める

ことに心配がある人 

一部の限られた手続・契約などについ

て、「一緒に決めてもらう」「取り消し

てもらう」「代わってしてもらう」 

保佐 
重要な手続・契約などを一人で決めるこ

とが心配な人 

財産に関わる重要な手続・契約などにつ

いて、「一緒に決めてもらう」「取り消

してもらう」「代わってしてもらう」 

後見 
多くの手続・契約などを一人で決めるこ

とが難しい人 

全ての契約などについて、「代わってし

てもらう」「取り消してもらう」 
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（２）計画策定の趣旨 

国全体において、少子高齢化が進む中、認知症高齢者の増加や、知的・精神障がい

者を支える親の高齢化により「親亡き後問題」が課題となることが懸念されています。 

 本市においても、少子高齢化の進行が続き、令和２年国勢調査における高齢化率は

35.3％に達しています。 

 また、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、総人口の減少が今後も続く中、

75 歳以上の後期高齢者の人口は、現在より 15％以上増加することが予測されており、

高齢者や障がい者等の生活を支える成年後見制度に対するニーズは今後増加していく

ことが予想されています。 

 本市では、このような状況を踏まえ、高齢者や障がい者等が住み慣れた地域で生活

し続けることができるよう、「日置市成年後見制度利用促進基本計画」を本計画に内包

する形で策定し、成年後見制度の利用促進と地域福祉の一体的な推進を図ります。 

 

２ 基本方針 

成年後見制度の周知を図ることで、認知症や知的障がい、精神障がい等により判断

能力が十分でない人が必要に応じて成年後見制度を利用できるよう支援するとともに、

関係機関との連携や法人後見団体の養成等による制度の利用環境の整備を推進します。 

 

３ 施策方針 

（１）利用者に沿った制度の運用 

成年後見審判の申立てに係る手続き・費用に関する支援、成年後見人等の業務に対

する報酬等に関する支援を利用者の実情や意向を踏まえ行います。 

 

（２）中核機関の設置 

被後見人等を適切に支援できる体制の構築を図るため、中核機関を設置し、「広報機

能」、「相談機能」、「成年後見制度利用促進機能」、「後見人支援機能」を中心とした機

能の充実に努めます。 
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（３）成年後見制度利用を促進するための事業の実施 

① 成年後見制度に関する相談及び手続き支援 

市役所や障がい者相談支援事業所、地域包括支援センターを中心に、法テラス等

の法律相談も活用しながら、成年後見制度に関する相談対応や手続き支援を行いま

す。 

 

② 成年後見制度に関する広報・啓発 

成年後見制度や各種相談窓口の周知を図るため、広報媒体の活用や出前講座の開

催等を通じた広報・啓発に努めます。 

 

③ 法人後見の実施に向けた検討 

法人後見実施に向けた検討を行うため、市内の社会福祉法人等の意向確認等を随

時行います。 

 

④ 成年後見制度に関係する機関等との連携強化 

成年後見制度の利用が必要な人への迅速な支援を行うため、関係機関によるネッ

トワークの強化を図ります。 
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第６章 日置市再犯防止推進計画 

 

 

 

 

 

 

 

 





83 

 

 

 

第６章 日置市再犯防止推進計画 
 

 

１ 計画策定の趣旨 

全国の刑法犯認知件数は、平成 14 年のピーク時には 285 万 4 千件に達したものの、

その後減少が続き、令和３年には 56 万 8 千件まで減少しています。 

 一方、全国で刑法犯により検挙された者に占める再犯者の割合は、上昇傾向が続き、

検挙者の約半数を再犯者が占めている状況にあります。 

 本市においては、刑法犯認知件数・犯罪率が近年減少・低下傾向にあり、県全体と

比較しても低い水準にありますが、年間 100 件近くの犯罪が発生しています。 

 犯罪の発生防止における再犯防止の重要性が増す中、平成 28 年 12 月に公布・施行

された「再犯の防止等の推進に関する法律」においては、再犯の防止等に関する施策

を実施する等の責務が、国だけでなく地方公共団体にもあることとされるとともに、

「地方再犯防止推進計画の策定」が努力義務として課されました。 

 本市では、犯罪や非行から立ち直ろうとする人等の円滑な社会復帰の支援等の再犯

防止のための施策を推進するための指針として「日置市再犯防止推進計画」を策定し、

より安全でより安心して暮らすことができる社会の実現を目指します。 

 

２ 基本方針 

犯罪や非行をした人の中には、貧困や疾病、障がい、厳しい生育環境等の様々な生

きづらさを抱え、立ち直りに多くの困難を抱える人が少なくないとされています。 

 再犯を防止するためには、社会復帰後、地域社会で孤立させないための「息の長い」

支援等を国・地方公共団体・民間団体等が連携して行う必要があります。 

 本市では、市民の犯罪被害の防止と誰もが安心・安全に生活できる地域社会づくり

の実現のため、以下の施策を推進します。 

（１）広報・啓発活動の推進 

（２）就労・住居の確保 

（３）保健医療や福祉的支援の提供 

（４）非行の防止と修学支援 

（５）国や県、関係機関・団体等との連携強化 
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３ 施策方針 

（１）広報・啓発活動の推進 

犯罪や非行から立ち直ろうとする人が社会復帰し、地域で生活していくためには、

地域住民の理解・協力が必要です。 

 犯罪や非行から立ち直ろうとする人や、そうした人の社会復帰支援の重要性等への

理解を促進するため、刑事司法関係機関等と連携し、市民への周知啓発に努めます。 

 また、行政職員や日置市社会福祉協議会、日置市保護司会や日置市内の更生保護女

性会等の地域支援団体等に対し、鹿児島県地域生活定着支援センター等が開催する研

修会への参加促進などを通じて、犯罪や非行から立ち直ろうとする人の社会復帰に向

けた支援についての理解促進を図ります。 

 

（２）就労・住居の確保 

犯罪や非行から立ち直ろうとする人が安定した職を得るとともに、地域に定着する

ためには、本人の意向や適性等を踏まえたきめ細かな支援が必要です。 

 就労においては、犯罪や非行から立ち直ろうとする人を雇用し、更生を支える協力

雇用主等の存在が不可欠であることから、市内事業者に対する協力雇用主制度の広報・

周知を図ります。 

 また、安定した生活を維持できるよう、住宅の確保に関する支援提供を行います。 

 

（３）保健医療や福祉的支援の提供 

犯罪や非行をした人については、全国的に高齢化が進んでおり、そうした人の中に

は、保健医療や福祉的支援を十分に受けることができず、再犯につながったケースも

あると考えられています。 

 支援を必要とする人が適切な支援を受けることができるよう、更生保護に携わる民

間ボランティアや刑事司法関係機関、福祉サービス提供事業者等が連携し、保健医療

や福祉的支援を提供することができる体制の確保に努めます。 
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（４）非行の防止と修学支援 

国の令和３年の人口 10 万人あたりの刑法犯の検挙人員を少年（10 歳以上 20 歳未満

男女）と成人で比較すると、少年の水準は成人の約 1.3 倍の水準に達しています。 

 犯罪や非行を防ぐためには、学齢期等のより早期の段階において、規範意識の向上

を図るとともに、生活課題を早期に解決するための支援を提供する必要があると考え

られることから、学校を始めとする地域の関係機関や団体等と連携して、児童生徒の

見守りや非行の未然防止のための啓発活動に取り組みます。 

 また、児童生徒の行動や状況に応じ、関係機関等が連携して一貫した支援や指導に

取り組むとともに、非行等により通学や進学を中断した未成年に対し、関係機関同士

が連携した修学支援を行う体制の確保に努めます。 

 

（５）国や県、関係機関・団体等との連携強化 

犯罪や非行から立ち直ろうとする人に対する社会復帰支援等の再犯防止の取組につ

いて、国や県と連携しながら推進します。 

 一方、再犯防止の取組は、地域福祉活動の一環であり、行政の取組だけでなく、地

域住民との協働が不可欠です。 

 司法機関や鹿児島県地域生活定着支援センター、日置市保護司会、日置市内の更生

保護女性会等の関係機関・関係団体等との連携を強化し、連携・協働による取組を推

進します。 
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第７章 計画の推進体制 
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第７章 計画の推進体制 
 

 

１ 計画推進にあたっての体制 

本計画に掲げる施策および事業の実施にあたっては、市民の視点に立って、より効

果的、かつ、より効率的な事業展開を推進し、その手法を検討する必要があります。 

 そのため、地域住民と密接なつながりを持ちながら、その中心的役割を担う社会福

祉協議会や民生委員・児童委員などとの連携を図るとともに、自治会や関連団体、Ｎ

ＰＯ、ボランティア団体とも協働し、地域課題を把握しながら事業を推進します。 

 また、社会福祉法の基本理念と関係各法に基づき、福祉、保健、医療、教育、雇用、

生活環境などに関係する行政機関で連携を図り、総合的かつ効率的な福祉施策の実施

に努めます。 

 さらに、児童、高齢者、障がい者の多様なニーズに柔軟に対応するだけではなく、

ＤＶやニート問題などにも柔軟な対応が求められる中、福祉にかかる人材の確保及び

質の向上を計画的に進めていく必要があり、関係する各計画に定めた内容と整合を図

りながら推進していきます。 

 

（１）諸施策の着実な推進 

第２次日置市総合計画を上位計画とし、日置市子ども・子育て支援事業計画、日置

市高齢者福祉計画・介護保険事業計画、日置市障がい者計画・日置市障がい福祉計画・

日置市障がい児福祉計画、日置市元気な市民づくり運動推進計画などの関連計画と一

体的に推進します。 

 なお、施策の推進にあたっては、課題の内容や程度に地域差が見られることから、

地域特性に考慮するとともに、新型コロナウイルス感染症の感染状況を始めとする外

部環境の変化にも対応しながら推進を図ります。 

 

（２）連携・協力の確保 

本計画を効果的かつ総合的に推進するため、日置市福祉課に事務局を設置し、庁内

各課及び日置市社会福祉協議会との連携を強化します。 

 また、地域福祉推進の観点から、地域団体や当事者団体、ＮＰＯなどの民間団体、

福祉事業者、ボランティア組織などとの連携・協力を推進していきます。 
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（３）計画の進行管理 

地域福祉の推進にあたっては、計画策定（Plan）後、計画に基づく取組（Do）の達

成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Action）

を図る「ＰＤＣＡサイクル」による進行管理を行うことが重要です。 

 本計画に定めた「日置市の取組」及び「日置市社会福祉協議会の取組」について、

日置市及び日置市社会福祉協議会が、それぞれ点検・評価を定期的に行い、必要に応

じて事業内容の見直し・改善等を行います。 

 また、日置市においては、関連計画の改定時等において、ニーズ調査や関係団体へ

の意見聴取等を実施し、各福祉分野における施策の見直し・改善等を行います。 

 日置市社会福祉協議会においては、「地域福祉活動計画策定委員会作業部会」におい

て、今後の取組の方向性等について協議し、必要に応じた事業内容の見直し・改善等

を行います。 
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２ 地域福祉に関わる各主体の役割 

本計画では、日置市行政及び日置市社会福祉協議会の施策・事業を中心に構成され

ていますが、地域福祉の推進にあたっては、市民、地域、事業者、日置市社会福祉協

議会、行政等がそれぞれの役割を果たしつつ、互いに連携していくことが重要です。 

 そのため、市民、地域、事業者、日置市社会福祉協議会、行政の役割を以下のとお

り明示します。 

 

（１）市民の役割 

一人ひとりが市民及び地域住民としての役割を自覚し果たしていくとともに、自治

会等の地域団体において、組織の一員として活動していくことが望まれます。 

◆ 自治会に加入するとともに、地域活動やボランティア活動に積極的に参加する。 

◆ 福祉に関する研修会や講演会、イベント等に積極的に参加する。 

◆ 福祉に携わる仕事の大切さや魅力について理解を深める。 

◆ 近隣や近所の人同士で、見守りや声かけを行う。 

◆ 地域での会合や交流の場などに積極的に参加する。 

◆ 生活を支えるサービスについて、情報を積極的に入手し、必要に応じて利用する。 

◆ 外出時には、障がい者等が優先される駐車スペースや優先席等に関するルールを

守るなど、周りの人に配慮した行動に努める。 

◆ 地域の避難場所や防災・防犯・事故防止に関する情報の積極的な入手に努める。 

◆ 防災訓練や防災・防犯・事故防止等に関する講習会等に積極的に参加する。 

◆ 近隣に災害時等の避難が難しい人がいる場合には、可能な限り支援ができるよう、

事前に本人や家族、地域の人などと話し合う。 

◆ 人権について正しく理解し、人を差別したり、人に暴力をふるったりしないよう

にする。 

◆ ＤＶや虐待等の被害にあっているような人が近くにいたら、専門機関に通報する。 

◆ 困りごとがあったらいつでも相談できるよう、住んでいる地域の民生委員・児童

委員や、行政や民間が開設している相談窓口の情報を積極的に入手する。 

◆ 自分や家族が福祉サービス等を利用するときには、それぞれのサービスの目的や

内容を理解し、適切な利用を心がける。 

◆ 近隣に困りごとを抱えている人がいたら、相談に応じたり、必要に応じて相談機

関につなぐ。 

◆ いざという時に、自分や家族、周りの人が必要な支援を受けることができるよう、

行政等が発信する福祉サービスや支援に関する情報の積極的な入手に努める。 
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（２）地域の役割 

自治会等の地域団体は、地域住民主体の取組を推進する上で最も身近で基盤となる

組織です。 

 地域住民が地域運営や地域活動に積極的に参加し、地域の課題を住民同士で共有し、

関係機関等とも連携・協力しながら、地域課題の解決に取り組んでいくことが期待さ

れています。 

 

（３）事業者（一般事業者、福祉関係事業者等）の役割 

事業者には、自らの活動が市民の暮らしを支えることを認識し、市民のニーズに応

えていくとともに、様々な活動を通じて地域に貢献していくことが期待されています。 

 特に、福祉関係事業者においては、本市の福祉の一翼を担っていることを深く認識

し、関係機関等と連携しながら、福祉的な支援が必要な人のニーズに対応したサービ

スの提供に努めるとともに、地域社会に積極的に参画していくことで、市民の福祉向

上に貢献していくことが期待されています。 

 

（４）日置市社会福祉協議会の役割 

社会福祉協議会は、社会福祉法において地域福祉を推進する中心的な団体として位

置付けられています。 

 日置市社会福祉協議会には、本計画に基づき、地域住民や地域団体、ＮＰО、ボラ

ンティア団体等の民間団体、行政、関係機関等と連携しながら、地域の福祉力の向上

や地域の実情に応じた福祉サービスの創出等の地域福祉の推進役を担うことが求めら

れています。 

 

（５）日置市の役割 

本計画に基づき、市民による福祉活動の促進を図ることなどにより、自助・互助に

よる地域福祉を推進していくとともに、自助・互助では解決が難しい課題を共助・公

助による制度で補っていくことにより、地域課題の解決を図っていくことが求められ

ています。 
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資料編 
 

１ 計画策定の経緯 

日程 計画策定に向けた取組 

令和４年５月～11月 

・庁内及び社会福祉協議会調査実施 

庁内関係各課を対象に現行計画の評価、日置市社会福祉協議会を対象

に現行計画の評価及び今後の施策・取組の方向性等について調査 

令和４年７月～８月 

・民生委員・児童委員アンケート調査実施 

民生委員・児童委員 140 名を対象に、地域の現状や「特に支援を要す

る人」について調査 

令和４年９月 

・市民アンケート調査実施 

18 歳以上の市民 2,000 名を対象に、福祉や地域生活、日々の生活課

題に関する現状やニーズ等について調査 

令和４年 10 月 

・福祉関係事業所調査実施 

保健・福祉施設を運営する 65 事業所（者）を対象に、事業の運営の

状況や関係機関等との連携等について調査 

令和４年 11 月 18 日 
・【第１回】地域福祉計画策定委員会開催 

内容：計画の概要説明、調査結果報告、骨子案の検討 

令和４年 12 月 21 日 
・【第２回】地域福祉計画策定委員会開催 

内容：計画素案の検討 

令和５年１月 13 日

～２月 13 日 

・パブリックコメント（意見公募）実施 

ホームページにおいて素案を公表し、市民等からの意見を公募 

令和５年２月 21 日 
・【第３回】地域福祉計画策定委員会開催 

内容：パブリックコメントの結果報告、最終案の承認 
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２ 日置市地域福祉計画策定委員会 

（１）設置要綱 

○日置市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

令和４年９月１日 

告示第60号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条に規定する地域福祉計画（以下「計画」とい

う。）を策定するに当たり、市民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関す

る活動を行う者の意見等を広く反映させるため、日置市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 計画策定の基本方針に関すること。 

(2) 計画案の検討に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、計画策定に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員16人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健医療関係者 

(3) 福祉関係者（次号及び第５号に掲げる者を除く。） 

(4) 福祉施設等の代表 

(5) 福祉団体の代表 

(6) 地域団体の代表 

(7) 市民福祉部長 

(8) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、当該計画に係る第２条に規定する所掌事項が終了するまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、市民福祉部長をもって充てる。 

３ 副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
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（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

５ 議長は、委員として議決に加わることができない。 

６ 委員長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見を聴くことができ

る。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民福祉部福祉課において処理する。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、委員会が定める。 

附 則 

この告示は、令和４年９月１日から施行する。 
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（２）委員名簿 

委員の記号 団体等名 氏名 職場（職名）等 

第１号委員（１人） 

学識経験者 
鹿児島国際大学 茶屋道 拓哉 

鹿児島国際大学 

福祉社会学部 

准教授 

第２号委員（１人） 

保健医療関係者 
市医師会 奥 章三 

鹿児島こども病院 

理事長 

第３号委員（２人） 

福祉関係者 

市民生委員・児童委員 

協議会 
中原 直美 会長 

市社会福祉協議会 迫田 なるみ 事務局長 

第４号委員（２人） 

福祉施設等の代表 

福祉施設 佐野 公一 
曙福祉会 

理事長 

私立保育園 鮫島 尊美 
第二白百合保育園 

理事長 

第５号委員（３人） 

福祉団体の代表 

市身体障害者協会 國分 隆 会長 

市高齢者クラブ連合会 山崎 リツ子 副会長 

市母子寡婦会 船倉 百合子 会長 

第６号委員（１人） 

地域団体の代表 
市自治会長連絡協議会 潟山 義清 副会長 

第７号委員（１人） 

市民福祉部長 
日置市役所 新川 光郎 

日置市役所 

市民福祉部長 

第８号委員（１人） 

その他市長が必要

と認める者 

鹿児島国際大学 田代 凜 学生 

鹿児島城西高校 榎田 桜生 学生 

※令和５年３月現在  
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３ 用語解説 

◆あ行 

用語 解説 

アウトリーチ 対象者のいる場所に積極的に出向いて働きかけること。 

悪徳商法 
企業や経営者が、常識上許される範囲を超えて不当な利益を得ようと

する販売行為であり、悪質商法や問題商法などとも呼ばれる。 

ＡＤＬ 

Activities of Daily Living の略。日本語では「日常生活動作」と呼

ばれ、日常生活を送るために最低限必要な「起きる・移動する・食事

をする・服を着替える・風呂に入る・排泄をする・身なりを整える」

といった動作を指す。 

ＳＤＧｓ 

（持続可能な開発目標） 

 

Sustainable Development Goals の略。日本語では「持続可能な開発

目標」と呼ばれ、2015 年 9 月の国連サミットで採択された、2030 年

までに持続可能でよりよい世界を目指すための国際的な目標。 

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization 又は Not-for-Profit Organization の略。

日本語では「非営利団体」と呼ばれ、利益を得ることを目的とせず、

主に福祉、教育、環境などの分野で社会貢献活動を行う民間組織。 

おひさま運動 

風格ある教育を推進するため、日置市において展開されている運動。

「おはようの声ひびく おもいやり育てる やさしいまち」、「ひろ

げよう読書 感動あふれる 学びのまち」、「さわやかな汗 心と体

きたえる 健康なまち」、「まもろうきまり みんなでつくる 安全

なまち」の頭文字を取っている。 

親子教室 

（発達フォロー教室） 

子どもについて、言葉が遅い、落ち着きがない、子どもとどのように

遊んだらいいかわからないといった悩みを持つ保護者に対して、子ど

もの発達に関する支援や相談を行う日置市の取組。 

親亡き後問題 

障がいを持つ子の介護等を親が行っている場合において、親が亡くな

った後に子の面倒をみてくれる人がいなくなり、生活に問題が生じる

ことが懸念される問題。 

 

◆か行 

用語 解説 

核家族化 
人口の都市集中などが進み、３世代家族等の大家族が減少し、核家族

（夫婦とその未婚の子どもからなる家族）が増加すること。 

ＱＯＬ Quality of life の略で生活の質のこと。 

共同利用型病院運営事

業 

救急医療体制を確保するため、医師会立病院等が休日・夜間に病院の

一部を開放する際の人件費を補助する事業。日置市においては、鹿児

島市医師会が設置する鹿児島市医師会病院に対して実施している。 



100 

 

 

 

用語 解説 

協力雇用主 
犯罪や非行をした人の自立や社会復帰に協力することを目的に、犯罪

や非行をした人を雇用し、又は雇用しようとする事業主。 

筋ちゃん広場 
高齢者が要介護状態にならず、自立した日常生活を営むことができる

よう、住民主体で筋力アップ体操等を行う集いの場。 

後期高齢者 75 歳以上の高齢者。 

更生保護 
犯罪や非行をした人に対し、社会の中で立ち直りに向けた指導や支援

を行うことにより、再犯を防ぎ、社会復帰と自立を助ける活動。 

更生保護女性会 

犯罪・非行の未然防止のための啓発活動を行うとともに、青少年の健

全な育成を助け、犯罪や非行をした人の更生保護に協力することを目

的とするボランティア団体。 

子育て世代包括支援セ

ンター 

妊娠期から子育て期の保護者が抱える子育てに関するあらゆる悩み

に対し、相談支援を行う機関。日置市においては、子育て世代包括支

援センター「チャイまる」を設置している。 

固定的性別役割分担意

識 
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方。 

個別支援計画 
対象者一人ひとりの状況やニーズ等を踏まえ、支援の方法などについ

て定めた計画。 

 

◆さ行 

用語 解説 

サービス付き高齢者向

け住宅 

高齢者単身・夫婦世帯が居住できる賃貸等の住まいであり、床面積や

設備、見守りサービスの提供などの条件を満たしているもの。 

在宅福祉アドバイザー 

市長の委嘱により、自治会の高齢者や障がい者など、支援を必要とす

る世帯を巡回訪問し、安否確認や声かけなどの見守り活動を行う市民

ボランティア。 

事業継続計画（ＢＣＰ） 

自然災害や火災、新型コロナウイルス感染症などの緊急事態の発生時

において、損害を最小限に抑えつつ、事業の継続や早期復旧を可能と

するため、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための

方法や手法などについて定めた計画。ＢＣＰは、Business Continuity 

Plan の略。 

思春期教室 

市内中学校において、「いのちふれあい体験教室」を実施し、妊産婦

の話や、乳児等とのふれあいを通して自分自身がどのように育ってき

たのかを振り返り、家族への思いや命の尊さについて考えるもの。 
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用語 解説 

児童養護施設 

「父母が死亡、又は行方不明」、「父母等から虐待を受けている」、

「父母が養育を放棄している」などにより、家族と暮らすことのでき

ない、おおむね２歳～18 歳の子どもを保護し養育する施設。児童福祉

法の改正により、令和６年４月に年齢の上限が撤廃となる。 

重層的支援体制整備事

業 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体

制を構築するため、「相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向

けた支援」といった事業を一体的に実施する事業。令和３年４月施行

の社会福祉法改正により創設された。 

就労訓練事業 

（中間的就労） 

すぐに一般企業等で働くことが難しい、長期離職者やニート・ひきこ

もり、心身に課題がある人、精神疾患を抱える人、生活保護受給者な

どの生活困窮者を受け入れ、その状況に応じた就労の機会を提供する

とともに、生活面や健康面での支援を行う事業。一般就労と障がい者

雇用等の福祉的就労の中間的な位置付けにあたることから「中間的就

労」とも呼ばれる。 

手話・点訳奉仕員 

手話奉仕員は、養成講座の受講により、基礎的な手話表現技術を習得

し、聴覚障がい者等に対し、手話によるコミュニケーション支援を行

うボランティア。点訳奉仕員は、養成講座の受講によって基礎的な点

字技術を習得し、広報紙等を点訳した点字図書の作成等により、視覚

障がい者等の情報入手を支えるボランティア。 

生涯学習 

学校教育や家庭教育、社会教育、文化活動、スポーツ活動、レクリエ

ーション活動、ボランティア活動、企業内教育、趣味など様々な場・

機会において行う、人々が生涯に行うあらゆる学習。 

障害者手帳 

障がいのある人に対し、一定の障がいを持つことを認定し交付される

手帳。障害福祉サービスの受給等において必要となるものであり、障

がいの内容に応じて、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福

祉手帳がある。 

自立支援協議会 
障がい者福祉に関する関係機関・団体、障がい者等で構成し、地域の

課題を共有し、課題解決に向けた取組について協議する場。 

シルバーハウジング事

業 

高齢者が自立して、快適に過ごすことができるよう、手すりの設置や

バリアフリー化された県営住宅に生活援助員を派遣し、居住する高齢

者に対して安否の確認、生活援助・相談、緊急等の対応等の福祉サー

ビスを提供する事業。 

身体障害者手帳 

視覚や聴覚、手足、臓器などの身体に一定以上の障がいがあると認め

られた人に交付されるものであり、障害福祉サービスの受給等におい

て必要となるもの。 
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用語 解説 

スクールカウンセラー 

学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため配置され、児童生

徒からの相談のほか、保護者や教職員からの相談、教職員等への研修、

事件・事故等の緊急対応における被害児童生徒の心のケアなどを行う

「心の専門家」。 

スクールソーシャルワ

ーカー（ＳＳＷ） 

問題を抱えた児童生徒に対し、その児童生徒が置かれた家庭や友人関

係、地域などの環境へ働き掛けたり、関係機関等とのネットワークを

活用したりするなどの様々な方法により、課題解決に向けた支援を行

う専門職。ＳＳＷは、School Social Worker の略。 

生活困窮者自立支援事

業 

生活保護受給に至ることを可能な限り防ぐことを目的に、生活保護に

至る可能性がある人のうち、自立の可能性がある人を対象に、自立に

向けた相談支援や住まいの確保、就労、家計の立て直し、子どもの学

習支援等の支援を行う事業。 

生活指導型ショートス

テイ 

在宅のひとり暮らし高齢者等のうち、基本的な生活習慣が欠如してい

るなど、在宅での自立した生活に不安がある人について、養護老人ホ

ーム等の空き部屋等に一時的に宿泊させ、生活習慣等の指導を行うと

ともに、体調の調整を図る事業。 

生活保護制度 
国が定める保護基準（最低生活費）に世帯の収入が満たない場合、不

足する額を保護費として支給し、最低限の生活を保障する制度。 

精神障害者保健福祉手

帳 

統合失調症、うつ病、てんかん、発達障がいなどにより、一定程度の

精神障がいの状態にあると認められた人に交付されるものであり、障

害福祉サービスの受給等において必要となるもの。 

性的少数者（ＬＧＢＴ） 

性のあり方について少数派の人々を広く表す総称。ＬＧＢＴ、性的マ

イノリティ、セクシャルマイノリティとも呼ばれる。ＬＧＢＴは、

Lesbian  Gay Bisexual Transgender の頭文字を組み合わせた表現。 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が不十分な人

に対して、不動産・預貯金管理、入院・入所・生活費等の支払いなど

に関する保護や支援を行う後見人を定めて保護等を行う制度。 

 

◆た行 

用語 解説 

ダブルケア 

「子どもの育児」と「親や親族の介護」が同時期に発生すること。晩

婚化や晩産化、平均寿命の延伸などの影響により、ダブルケアを行っ

ている人は増加傾向にあると言われている。 

男女共同参画 
男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画すること。 
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用語 解説 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超

えて、地域住民や地域の様々な主体が参画し、人と人、人と資源が世

代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をともに創っていく社会。 

地域子育て支援センタ

ー 

子育て家庭に対して、育児不安などについての相談指導、情報提供な

ど育児支援を行う場であり、日置市においては、４箇所（令和５年３

月現在）設置している。 

地域生活定着支援セン

ター 

罪を犯した高齢者や障がい者が、必要な福祉サービス等を受けられる

よう支援する機関。 

地域包括支援センター 
高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を送るため、高齢者の生

活を支える総合的な機関として設置されているもの。 

地方再犯防止推進計画 

都道府県又は市町村における再犯の防止等に関する施策の推進につ

いて定めた計画。平成 28 年 12 月に公布・施行された「再犯の防止等

の推進に関する法律」において、都道府県及び市町村は「策定に努め

なければならない」と定められている。 

ＤＶ（ドメスティック・

バイオレンス） 

Domestic Violence の略。家族や恋人など親密な関係にある、又はあ

った人から振るわれる暴力。 

 

◆な行 

用語 解説 

ニッポン一億総活躍プ

ラン 

女性が輝く社会、お年寄りも若者も、障がいや難病のある方も、誰も

が生きがいを感じられる「一億総活躍社会」の実現を目指し、平成 28

年６月に閣議決定された計画。 

乳児院 

保護者の養育を受けられない乳幼児を養育する施設であり、虐待を受

けていたり、病気や障がいを抱えている乳幼児にも対応できる機能を

持つ。また、地域の育児相談や子育て短期支援事業等の子育て支援の

機能も併せ持つ。 

認知症カフェ 

認知症の人やその家族、地域住民などが気軽に集い、話をしたり相談

に乗ってもらったりすることで、認知症について知って、学んで、考

える場。オレンジカフェとして運営されている場合もある。 

認知症ケアパス 

認知症の人やその家族が「いつ」「どこで」「どのような」医療や介

護サービスが受けられるのか、認知症の人の状態に応じたサービス提

供の流れをまとめたもの。 

認知症サポーター 
認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家

族に対して、できる範囲で手助けすることができる人。 
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◆は行 

用語 解説 

パートナーシップ制度 

同性同士のカップルに対し、各自治体において、結婚に相当する関係

にあると認め、証明書を発行する制度であり、家族により近い扱いを

受け易くなることが期待されている。 

８０５０問題 
引きこもりなど生活が自立できていない 50 代の子どもを 80 代の親

が支える問題。 

パブリックコメント 

（意見公募） 

国や地方公共団体等が計画等を策定する際に、その案を広く公表し、

住民等から意見や情報を募集する手続き。 

日置市いのち支える自

殺対策推進計画 

自殺対策基本法に基づく「市町村自殺対策計画」として、自殺対策の

総合的かつ効果的な推進を図るため、平成 31 年３月に策定した計画。 

日置市元気な市民づく

り運動推進計画 

健康増進法に基づく「市町村健康増進計画」として、市民の健康づく

りを総合的に推進するため策定した計画。現行の計画は、平成 29 年

３月に策定した「第２次日置市元気な市民づくり運動推進計画」（計

画期間：平成 29 年度～令和８年度）。 

日置市子ども支援セン

ター 

日置市に暮らす子どもや保護者、子どもたちの保育や教育に携わって

いる関係者等の相談や課題解決のための活動を行う施設。 

日置市障がい者等基幹

相談支援センター 

日置市の障がい者等に関する相談支援の中心拠点として、総合的な相

談支援業務を行う施設。 

日置市食育推進計画 

食育基本法に基づく「市町村食育推進計画」、「地域資源を活用した

農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促

進に関する法律」に基づく「地域の農林水産物の利用の促進について

の計画」として、食育に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め策定した計画。現行の計画は、令和５年３月に策定した「第４次日

置市食育推進計画」（計画期間：令和５年度～令和９年度）。 

日置市女性センター銀

天街 

子育て中の親などが気軽に相談し合い、語り合う拠点として開設した

施設。年齢、性別、住所、国籍に関係なく誰でも、学び合いの場や語

りの場、息抜きの場などとして利用可能となっている。 

ひおき助けあい隊おき

がるサービス 

買い物代行やごみ出し、簡単な庭整備などについて、日置市社会福祉

協議会が依頼会員と協力会員の窓口となり、有償ボランティアによる

サービスを提供する仕組み。 

ひおきっこすくすく子

育てガイド 

日置市における妊娠期から子育て期までに関する情報をまとめた冊

子。 

フードバンク 
一般企業・法人・住民等から食料の提供を受け、生活に困窮している

世帯等に対して提供する仕組み。 

ふれあい・いきいきサロ

ン 

会食やレクリエーションを通して仲間づくりの輪を広げることで、地

域でいきいきと元気に暮らせることを目的に小地域単位で開催する

集いの場。 
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用語 解説 

包括的支援体制 

福祉に関する問題が複合化していたり、制度の狭間に陥っていたりす

る人や世帯の支援について、関係機関同士が連携して対応することが

できる体制や、地域内で支え合うことができる関係性を構築したりす

ることで、支援を必要とする人やその家族を包括的に受け止め支える

ことができる体制。 

法定後見制度 

成年後見制度について、家庭裁判所に申立てを行うことで、家庭裁判

所が個々の事案に応じて選任した成年後見人等による支援を受ける

ことができる制度。 

保健推進員 
市長の委嘱により、市民の健康の保持・増進、保健知識の向上を推進

するための活動を行う市民ボランティア。 

保護司会 犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティア。 

母子生活支援施設 

18 歳未満の子どもを養育している母子家庭など、生活上の問題を抱

えた母親と子どもが一緒に入所して生活できる施設。ＤＶなどの被害

者の一時保護も行っている。 

母子保健推進員 

地域で安心して妊娠・出産・子育てができるよう、妊婦や乳幼児のい

る家庭と行政の橋渡し役として、家庭訪問などを通じたサポートを行

う市民ボランティア。 

 

◆ま行 

用語 解説 

民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱され、地域住民の生活や福祉に関する相談対応

や問題解決の支援にあたる、地域の身近な相談役を務める市民ボラン

ティア。子育てに関する相談等に対応する児童委員を兼務する。 

 

◆や行 

用語 解説 

ヤングケアラー 
本来大人が行うべきと考えられている家事や家族の世話などを日常

的に行っている子ども。 

有償ボランティア 

少額の謝礼を受け取り行うボランティア活動。ボランティアを行う側

にとっては、やりがいや負担軽減につながり、利用する側にとっては、

気兼ねすることなく必要な支援を受けることができるといったメリ

ットがある。 

ユニバーサルデザイン 
年齢や障がいの有無などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用可

能であることを目指したデザイン。 
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用語 解説 

要保護児童 

「保護者がいない」、「虐待を受けているなど保護者の下で生活する

ことが適切ではない」、「障がいを持っている」、「不良行為をする、

又はする恐れがある」などの理由により、公的な支援を必要とする児

童。 

 

◆ら行 

用語 解説 

ライフステージ 
人間の一生を、出生、入学・卒業・就職、結婚・出産・子育て、退職

といった節目となる出来事によって区切った場合のそれぞれの段階。 

療育手帳 

知的障がい（知的機能の障がいがおおむね 18 歳までにあらわれ、日

常生活に支障が生じているため、何らかの特別な援助を必要とする状

態）があると認められる人に交付されるものであり、障害福祉サービ

スの受給等において必要となるもの。 

朗読奉仕員 

養成講座の受講により、基礎的な朗読（音訳）技術を習得し、広報紙

等を音訳した録音図書の作成等により、視覚障がい者等の情報入手を

支えるボランティア。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  日置市地域福祉推進計画 

（第４期日置市地域福祉計画及び第４期日置市地域福祉活動計画） 

 

令和５年３月 

 

日置市 

〒899-2592 日置市伊集院町郡１丁目 100番地  

TEL：099-248-9460（福祉課直通） 

 

社会福祉法人 日置市社会福祉協議会 

〒899-3101 日置市日吉町日置 1132番地 1  

TEL：099-246-8561 



 

 

 

 

  



 

 

 

 

  



 

 

 

 

 


